
■施策評価シート 6-01-①

まちづくりの基本目標

基本方針

施策番号 市民自治の確立のための環境整備

　施策の概要

成果指標（単位）

令和6年度

目標値 16.3

実績値

　成果指標実績に対するコメント

　施策の達成度評価

　評価に基づいた令和6年度の取組についての考え方

■施策に含まれる主要事業一覧

成果達成度
（主要事業のみ）

○

○

○

○

■施策に含まれるその他の事業一覧

まちづくりセンター管理運営事業

まちづくり協働課市民総合交流センター管理運営事業

地域まちづくりセンター整備事業
まちづくり協働課
まちづくり協働課

事務事業 担当課

地域まちづくりセンター管理運営事業 まちづくり協働課

まちづくり協議会推進事業 まちづくり協働課

協働のまちづくり条例推進事業 まちづくり協働課

まちづくり拠点の充実やまちづくり協議会
の組織運営への助言、財政的な支援を
行った。

入居者会議を月１回開催し、団体同士の
連携を促した結果、入居団体主体による
連携イベントが実施された。

市民総合交流センターにおいてラウンド
テーブルを７回、交流会を１回実施し、多
様な主体の交流の場を設けた。

地域まちづくり一括交付金、地域課題解
決応援交付金など、地域の主体性が促進
できるように支援を行った。

市民意識調査の結果、市民自治の確立に満足している市民の割合は目標値を達成しているが、前年度比で1.9ポイント減少し
た。満足度がわからないと回答された方が前年度比で2.1ポイント増加しており、コロナ禍により各地域における市民活動に制限
が続いていたこと等が満足度の判断に影響を与えている要因と考えられるものの、一定の満足度評価があるのは、市民総合交
流センターや各地域において特色のある事業展開がなされたこと等が要因と考えられる。なお、「市民自治の確立」に満足してい
る市民の割合について、令和3年度、4年度ともに実績値が当初の目標値を超えたことから、組織目標において、R5年度の目標
を22.0％に設定した。

地域まちづくり一括交付金、地域課題解決応援交付金などの適正な運用について、まちづくり協議会への共有を図るとともに、
まちづくり拠点の充実を図り、地域の主体性が促進できるように、組織運営への助言および財政的な支援を行った。
また、市民総合交流センターを活用し、多様な主体の交流の場となる取組を行った。特に、年間７回行ったラウンドテーブルで
は、市民活動団体だけでなくまちづくり協議会や市の関係課職員が参加することで、多様な主体の連携や交流の場となった。引
き続き、市民活動団体だけでなく、地縁団体等多様な主体の参画を促す必要がある。

地域まちづくりセンターおよび市民総合交流センターを市内の市民活動の拠点として活用し、テーマ型と地縁型の双方の市民活
動が活性化することで市民主体のまちづくりとなるよう推進する。また、まちづくり協議会を主体とする各小学校区の地域づくりを
推進するため、地域まちづくり一括交付金および地域課題解決応援交付金について、令和6年度から見直しを行うこととしてい
る。

主要事業 担当課 達成度評価理由

（※基準値） 15.1 15.5 15.9

14.7 21.8 19.9

「笑顔」輝くまち 分野 コミュニティ

市民自治の確立
基本方針に関連する

SDGｓの目標

6-01-① 施策名

市民や地域主体の組織の活動を支援するとともに、まちづくりの多様な主体間の連携を図り、協働を促進します。また、学びやに
ぎわい、交流を促進できるよう、市民ニーズに応じた拠点の活用を進めます。

「市民自治の確立」に満足している市民の割合（％）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

成果達成度の表示について

◎ 期待を超える成果があった

○ 期待どおりの成果があった

△ 期待未満の成果であった

6-01-①



■施策評価シート 6-02-①

まちづくりの基本目標

基本方針

施策番号 基礎的コミュニティ活動の支援

　施策の概要

成果指標（単位）

令和6年度

目標値 48.7

実績値

　成果指標実績に対するコメント

　施策の達成度評価

　評価に基づいた令和6年度の取組についての考え方

■施策に含まれる主要事業一覧

成果達成度
（主要事業のみ）

○

○

■施策に含まれるその他の事業一覧

まちづくり協働課

事務事業 担当課

コミュニティハウス整備補助事業 まちづくり協働課

行政事務委託事務 まちづくり協働課
地域と行政をつなぐ橋渡しとして、委嘱し
た事務の実施により、住民自治に寄与し
ていただいた。

当初予定していた補助事業をすべて実施
し、集会所整備が進むことで、基礎的コ
ミュニティの活動の活性化を促した。

高齢化、住民同士の交流の希薄化に加え、長引くコロナ禍により町内会の活動が減少している影響もあり、市民意識調査の結
果、 町内会の活動に参加している市民の割合が、前年度より0.3ポイント減少した。
また、町内会の加入率はマンション等の加入が進まないことにより、83.6％（令和5年3月末時点）に減少した。

町内会の運営体制や課題などの把握を目的にした令和3年度のアンケート調査を踏まえ、全町内会長を対象にした説明会など
において、地域におけるコミュニティ意識の高揚と地域活動への参加促進の必要性を共有した。また、円滑な町内会運営支援や
担い手不足の解消への一助となるべく、広報くさつで特色ある町内会の取組を紹介するとともに、随時、町内会長からの相談に
応じて個別対応を行うなど、町内会活動の支援を行った。町内会の加入促進に向けて、課題等への支援を引き続き行う必要が
ある。

コミュニティ活動初期備品整備補助事業
掲示板設置補助事業

まちづくり協働課

（※基準値） 46.6 47.3 48.0

45.9 45.8 45.5

「笑顔」輝くまち 分野 コミュニティ

基礎的コミュニティの活性化
基本方針に関連する

SDGｓの目標

まちづくり協働課自治会活動保険加入補助事業

6-02-① 施策名

住民の実態やニーズの把握に努め、地域の諸課題を地域とともに向き合いながら、解決できるよう支援を行います。

町内会の活動に参加している市民の割合（％）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

各町内会における組織運営や活動についての課題等への対応に向けて、町内会長個別訪問や町内会主体の住民アンケートの
内容をともに検討することで、地域とともに住民のニーズや実態の把握に努め、町内会への支援を継続していく。また、市から町
内会への依頼事項や配布物の削減など、町内会の負担軽減を図っていく。

主要事業 担当課 達成度評価理由

成果達成度の表示について

◎ 期待を超える成果があった

○ 期待どおりの成果があった

△ 期待未満の成果であった

※施策に含まれる事務事業のうち、主要事

業についてのみ記載しています。

6-02-①



■施策評価シート 6-03-①

まちづくりの基本目標

基本方針

施策番号 市民公益活動の支援

　施策の概要

成果指標（単位）

令和6年度

目標値 1,288

実績値

　成果指標実績に対するコメント

　施策の達成度評価

　評価に基づいた令和6年度の取組についての考え方

■施策に含まれる主要事業一覧

成果達成度
（主要事業のみ）

○

■施策に含まれるその他の事業一覧

6-03-① 施策名

ボランティアや各種団体等の公益活動を支援するため、中間支援組織である（公財）草津市コミュニティ事業団等と連携を図り、
活動を支援する補助金制度の活用や、まちづくり講座、交流イベントを積極的に実施します。

市および中間支援組織が開催する地域人財育成講座の延べ受講者数（人）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

講座の開催にあたっては、引き続き市民の興味・関心を引き、参加いただきやすい内容となるよう工夫するとともに、互いの活動
が繋がるような仕掛けを行っていく。また、協働ひろば交流機能の充実や、引き続き動画配信についても周知を図り、様々な活
動を通じて地域づくりに参画する市民が増えていくよう努める。

主要事業 担当課 達成度評価理由

「笑顔」輝くまち 分野 コミュニティ

市民公益活動の促進
基本方針に関連する

SDGｓの目標

まちづくり協働課

（※基準値） 1,023 1,112 1,200

383 787 739

事務事業 担当課

（公財）草津市コミュニティ事業団運営費補助事業 まちづくり協働課
若い世代へのアプローチや多様な団体同
士の交流の場の提供を積極的に行った。

令和4年度に開催されなかった講座があり、延べ受講者数は昨年度から減少した。しかしながら、一部の講座で期間限定の動画
配信（アーカイブ配信）を行い、その延べ再生数は328回されていることから、再生数を含めると1,067人の受講となり、目標値に
近い実績となった。

講座の開催にあたっては、市民公益活動団体（テーマ型）のみならずまちづくり協議会（地縁型）の活動にも参考となるような内
容での開催や、草津市コミュニティ事業団と草津市社会福祉協議会で合同開催を行った。また、立命館大学生と地域まちづくり
協議会のマッチングを図る場を設けるなど、様々な分野で活動する団体同士の交流が図られるような事業展開を行った。しかし
ながら、延べ受講者数は目標値に達していないことから、内容の充実のみならず、広く市民への周知を図っていく必要がある。

市民活動推進事業 成果達成度の表示について

◎ 期待を超える成果があった

○ 期待どおりの成果があった

△ 期待未満の成果であった

※施策に含まれる事務事業のうち、主要事

業についてのみ記載しています。

6-03-①



■施策評価シート 6-04-①

まちづくりの基本目標

基本方針

施策番号 多文化共生の推進

　施策の概要

成果指標（単位）

令和6年度

目標値 13.4

実績値

　成果指標実績に対するコメント

　施策の達成度評価

　評価に基づいた令和6年度の取組についての考え方

■施策に含まれる主要事業一覧

成果達成度
（主要事業のみ）

○

■施策に含まれるその他の事業一覧

6-04-① 施策名

外国人住民が地域社会の一員として、日本人住民と共に地域の活動に参加できる多文化共生の地域づくりを進めるため、外国
人住民のコミュニケーションや生活に関する分野の支援を行うとともに、地域社会への参画を促します。

「多文化共生社会の構築」に満足している市民の割合（％）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

多文化共生推進プランに基づき、引き続き、草津市国際交流協会と連携しながら同プランに基づく各種事業を推進する。また、
事業推進の際は、広く市民に周知できるよう広報活動に努め、多文化共生に対する市民の意識向上や、多文化共生の地域づく
りに繋げる。

主要事業 担当課 達成度評価理由

「笑顔」輝くまち 分野 コミュニティ

多文化共生社会の構築
基本方針に関連する

SDGｓの目標

（※基準値） 12.5 12.8 13.1

12.2 15.2 12.6

事務事業 担当課

国際交流推進事業 まちづくり協働課
草津市国際交流協会と連携し、多文化共
生推進プランに掲げる各種取組を実施し
たため。

市民意識調査の結果、多文化共生社会の構築に満足している市民の割合は前年度に比べ2.6ポイント減少し,目標値を達成でき
なかった。多文化共生推進プランに基づき、市民向けのやさしい日本語研修会や、英訳付きのゴミ出し動画の配信等、新たな取
組を行ったが、各取組について市民への周知が十分でなかったことが原因と考えられる。

やさしい日本語研修会を市職員向けと市民向けの２回開催し、外国人住民とのコミュニケーション支援につなげた。また、ゴミ出
しに関する動画の英訳およびやさしい日本語訳を行い配信するとともに、外国人住民が集まるサロンにおいて動画の紹介を兼
ねたレクレーションを行うなど、生活に関する支援を行った。個別具体的な取組は実施できているものの、広く市民への周知が図
れていないことが課題である。

成果達成度の表示について

◎ 期待を超える成果があった

○ 期待どおりの成果があった

△ 期待未満の成果であった

※施策に含まれる事務事業のうち、主要事

業についてのみ記載しています。

6-04-①



■施策評価シート 7-01-①

まちづくりの基本目標

基本方針

施策番号 地域福祉の担い手の育成と活躍の促進

　施策の概要

成果指標（単位）

令和6年度

目標値 45,000

実績値

　成果指標実績に対するコメント

　施策の達成度評価

　評価に基づいた令和6年度の取組についての考え方

■施策に含まれる主要事業一覧

成果達成度
（主要事業のみ）

○

○

■施策に含まれるその他の事業一覧

7-01-① 施策名

中間支援組織である（福）草津市社会福祉協議会と連携して、福祉講座等を実施し、地域福祉の担い手の育成や各種ボランティ
ア活動の支援を行うとともに、地域での活躍を促進します。また、民生委員・児童委員等の、福祉の担い手の活動を支援します。

民生委員児童委員活動日数（日）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

　民生委員・児童委員が地域のパイプ役として、日常的な見守り、声かけ、個別相談など、積極的に活動できるよう、（福）草津市
社会福祉協議会との連携を強化し、委員活動の支援、活動しやすい環境の整備を行う。
　また、引き続き（福）草津市社会福祉協議会が実施する福祉教養大学や各種ボランティア活動等の支援を通して、新しい担い
手や幅広い人材の育成・確保の取組を進める。

主要事業 担当課 達成度評価理由

「笑顔」輝くまち 分野 地域福祉

「地域力」のあるまちづくり
基本方針に関連する

SDGｓの目標

健康福祉政策課

（※基準値） 45,000 45,000 45,000

39,936 42,819 44,210

事務事業 担当課

社会福祉協議会活動補助事業 健康福祉政策課

民生委員児童委員協議会活動補助事業 健康福祉政策課
地域の身近な相談役として、日常的な見
守りや声かけ、個別支援など委員一人ひ
とりが積極的に支援を実施された。

（福）草津市社会福祉協議会において、地
域福祉活動の担い手となる福祉活動推進
員の育成に向けた「草津市福祉教養大
学」および「大学院」等を実施された。

委員活動日数は前年度比で１，３９１日（＋３．２％）増加し、一人あたりの年間活動日数もおよそ６日増加させることができた。

　（福）草津市社会福祉協議会が実施する福祉教養大学や福祉委員を対象にした学習会等を通して、担い手の育成・確保やボ
ランティア活動の活性化に繋げることができた。
　また、（福）草津市社会福祉協議会と連携し、地域住民の実態を把握するための情報を民生委員・児童委員に提供することを
通して、より積極的に見守り活動や声かけ等を行える環境を整備した。

民生委員児童委員諸事務 成果達成度の表示について

◎ 期待を超える成果があった

○ 期待どおりの成果があった

△ 期待未満の成果であった

※施策に含まれる事務事業のうち、主要事

業についてのみ記載しています。

7-01-①



■施策評価シート 7-01-②

まちづくりの基本目標

基本方針

施策番号 地域福祉を支えるネットワークづくり

　施策の概要

成果指標（単位）

令和6年度

目標値 4,300

実績値

　成果指標実績に対するコメント

　施策の達成度評価

　評価に基づいた令和6年度の取組についての考え方

■施策に含まれる主要事業一覧

成果達成度
（主要事業のみ）

○

○

○

■施策に含まれるその他の事業一覧

健康福祉政策課福祉事務所運営事業
人とくらしのサポートセンター

健康福祉政策課福祉バス運行事業

戦没者遺族等援護推進事業

7-01-② 施策名

各学区社会福祉協議会およびまちづくり協議会や町内会の活動等を中心に暮らしの問題を解決する住民主体の活動を広げ、
地域で支えるネットワークづくりを推進します。

災害時要援護者名簿への登録者数（人）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

「笑顔」輝くまち 分野 地域福祉

「地域力」のあるまちづくり
基本方針に関連する

SDGｓの目標

健康福祉政策課

4,100 4,200

3,919 3,998 4,008

健康福祉政策課地域福祉計画推進事業

　新規対象者への制度の周知・募集方法を見直すことにより、新規登録者の確保に努め、災害時要援護者登録制度の普及・啓
発を図る。
　また、引き続き民生委員・児童委員や町内会との連携を図り、災害時のみならず平時でも地域内で助け合える仕組みづくりを
推進していく。

主要事業 担当課 達成度評価理由

（※基準値） 4,000

健康福祉政策課

事務事業 担当課

災害時要援護者登録制度推進事業 健康福祉政策課

社会福祉関係団体補助事業 健康福祉政策課

（福）草津市社会福祉協議会が実施する
各種事業に対して補助・支援を行った。

各社会福祉関係団体に対して補助・支援
を行った。

民生委員・児童委員等と連携し、災害時
要援護者名簿の作成・登録を推進した。

　目標値に対する達成率は９７．７％と未達であったが、民生委員・児童委員等の協力のもと新規の登録および当該制度の周
知・啓発に繋げることができた。

　新たに要援護者の対象となった方に対して、市から郵送による意向調査を実施するとともに、加入を希望された方については
民生委員・児童委員が訪宅のうえ、制度内容の説明、申請書の取入を行うことで、新規の登録および当該制度の周知・啓発に
繋げ、地域で支えるネットワークづくりに寄与することができた。

社会を明るくする運動啓発推進事業
戦没者遺族等援護推進事業

成果達成度の表示について

◎ 期待を超える成果があった

○ 期待どおりの成果があった

△ 期待未満の成果であった

※施策に含まれる事務事業のうち、主要事

業についてのみ記載しています。

7-01-②



■施策評価シート 7-02-①

まちづくりの基本目標

基本方針

施策番号 セーフティネットの充実

　施策の概要

成果指標（単位）

令和6年度

目標値 2.0

実績値

　成果指標実績に対するコメント

　施策の達成度評価

　評価に基づいた令和6年度の取組についての考え方

■施策に含まれる主要事業一覧

成果達成度
（主要事業のみ）

○

○

△

■施策に含まれるその他の事業一覧

事務事業 担当課

生活保護費支給事務 生活支援課

国民年金事務 保険年金課

住まいに困窮される方に市営住宅の新規
募集を行っているが、老朽化等により募
集可能な住戸を十分に提供できなかった
ため。

生活保護を申請された方に対して、訪問・
資産調査等を実施し、適正に生活保護を
適用した。
また、被保護者の収入状況を的確に把握
し、適正に生活保護費の支給を行った。

就労を理由として生活保護を廃止したケースの割合は、令和３年度の2.1％（18件／841世帯）から令和4年度の2.0％（18件／891
世帯）へと0.1ポイント減少したが、目標値を達成することができた。働く意欲と能力のある人への就労支援・就労指導を行ったた
め、就労により生活保護を廃止した件数は前年度と同数であったが、生活保護を受給する世帯の数が増加した結果、就労を理
由として生活保護を廃止したケースの比率は低下した。

関係機関と連携し、市民の最低限度の生活を維持するとともに、引き続き、成果指標の達成に向け、ケースワーカー、就労支援
員（就労相談員）、関係各課、ハローワークといった関係機関と連携支援、就労相談、就労意欲の喚起等の支援強化を行ってい
く必要がある。

就労支援対策事業

生活保護費返還金債権管理回収事務

商工観光労政課

ケースワーカー、就労支援員（就労相談員）がハローワークと連携し、稼働能力者に対して、積極的に就労意欲の喚起を行う。ま
た、生活困窮者には生活困窮者自立支援事業、生活保護受給者にはハローワークとの連携事業である生活保護受給者等就労
自立促進事業、自立促進を図る就労自立給付金等を活用しながら目標達成に向けて取り組む。

主要事業 担当課 達成度評価理由

（※基準値） 1.8 2.0 2.0

1.8 2.1 2.0

「笑顔」輝くまち 分野 地域福祉

福祉の総合的な相談・支援の充実
基本方針に関連する

SDGｓの目標

7-02-① 施策名

経済的な困窮等、市民の生活安定の危機に対し、福祉施策や年金、生活困窮者自立支援事業等による支援、生活保護制度の
適用を行います。また、働く意欲と能力のある人への就労支援および就労指導、住まいに困窮される人への市営住宅等の供給
を行います。

就労を理由として生活保護を廃止したケースの比率（％）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

年金事務所と連携し、国民年金に関わる
各種手続きや免除制度等の支援を実施
し、健全な生活の維持及び向上に寄与す
ることができたため。

住宅課市営住宅運営事業

生活支援課

人とくらしのサポートセンター行旅病人・行旅死亡人に対する扶助事業

生活保護法施行事務

価格高騰緊急支援給付金給付事業 人とくらしのサポートセンター

生活支援課

人とくらしのサポートセンター

人とくらしのサポートセンター

人とくらしのサポートセンター

人とくらしのサポートセンター災害被災者見舞金交付事業

保険年金課

住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金給付事業
新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金給付事業
社会福祉関係団体補助金事務

在日外国人老齢福祉金支給事務

成果達成度の表示について

◎ 期待を超える成果があった

○ 期待どおりの成果があった

△ 期待未満の成果であった

※施策に含まれる事務事業のうち、主要事

7-02-①



■施策評価シート 7-02-②

まちづくりの基本目標

基本方針

施策番号 福祉の総合相談窓口の充実

　施策の概要

成果指標（単位）

令和6年度

目標値 18.6

実績値

　成果指標実績に対するコメント

　施策の達成度評価

　評価に基づいた令和6年度の取組についての考え方

■施策に含まれる主要事業一覧

成果達成度
（主要事業のみ）

○

■施策に含まれるその他の事業一覧

事務事業 担当課

生活困窮者自立支援事業
人とくらしのサポート
センター

新型コロナウイルス感染症の影響による
相談者等に対し、生活困窮者自立支援事
業等の制度利用につなげ課題解決に向
けた支援を実施できた。

市民意識調査の結果、「福祉の総合的な相談・支援の充実」に満足している市民の割合は、昨年度に比べ１.8ポイント低下し、目
標値を下回る実績値となった。これは多様で複合的な生活課題を抱える人へ寄り添いながら相談を行い、各種制度利用につな
げ課題解決に向けた支援を実施したものの、令和３年度と比べ、新型コロナウイルス感染症による経済的な支援制度が終了し
たことなどにより、相談者数が減少したことが要因と思われる。

未だ続く、新型コロナウイルス感染症による経済的な影響の中で、相談者の状況に応じ、生活困窮者自立支援制度をはじめとす
る各種制度等利用につなげ、課題解決に向けた支援を実施できた。相談者が課題を解決し自立していけるよう、関係機関等との
連携を図り、今後も状況に応じた支援を実施する事が必要である。また、様々な機会を捉え、関係機関や市民へのさらなる制度
の周知を図る必要がある。

18.2

17.0 19.3 17.5

「笑顔」輝くまち 分野 地域福祉

福祉の総合的な相談・支援の充実
基本方針に関連する

SDGｓの目標

7-02-② 施策名

多様で複合的な生活課題を抱える人の相談を受け、相談者に寄り添いながら、共に課題を整理し、適切な支援を行います。

「福祉の総合的な相談・支援の充実」に満足している市民の割合（％）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

福祉の総合相談窓口として、生活困窮者自立支援制度や各種制度等による支援を実施してきたが、多様で複合的な生活課題
を抱える人に対しては、より充実した相談・支援を行うため、関係機関等との連携を強化し、課題解決や自立に向けた取り組みを
実施していく。

主要事業 担当課 達成度評価理由

（※基準値） 17.4 17.8

成果達成度の表示について

◎ 期待を超える成果があった

○ 期待どおりの成果があった

△ 期待未満の成果であった

※施策に含まれる事務事業のうち、主要事

業についてのみ記載しています。

7-02-②



■施策評価シート 8-01-①

まちづくりの基本目標

基本方針

施策番号 市民の健康づくり支援

　施策の概要

成果指標（単位）

令和6年度

目標値
82.05
85.75

実績値

　成果指標実績に対するコメント

　施策の達成度評価

　評価に基づいた令和6年度の取組についての考え方

■施策に含まれる主要事業一覧

成果達成度
（主要事業のみ）

○

○

○

○

○

健康推進員活動事業 健康増進課

地域保健活動事業
人とくらしのサポート
センター

健康づくり推進協議会運営事業 健康増進課

第3次草津市食育推進計画に基づき、大
型商業施設と連携した食育推進事業を推
進することができた。

地域の健康課題の解決や健康づくりの活
動を行うことができた。

令和3年度は市民の40～59歳の死亡数が多く、令和2年度と比較して男性は▲0.65歳、女性は▲0.18歳健康寿命が短縮した。

「健康くさつ21（第2次）」、「第3次草津市食育推進計画」、「第2次草津市自殺対策行動計画」に基づき、関係団体等と連携した生
活習慣改善の取組や、こころの健康づくりの取組により、市民の健康づくりの支援を行った。その結果、若者世代や働く世代への
周知、相談支援のネットワークづくりを行うことができた。

「健康くさつ21（第2次）」、「第3次草津市食育推進計画」、「第2次草津市自殺対策行動計画」が終了となることから、国や県、社
会情勢の動向を踏まえ、ライフコースアプローチを踏まえた健康づくりの取組ができるよう、関係機関等と連携を強めながら事業
展開を行い、市民へアプローチしていく。

主要事業 担当課 達成度評価理由

（※基準値）
81.78
85.58

81.87
85.63

81.96
85.69

82.58
85.92

81.93
85.74

未確定

「笑顔」輝くまち 分野 健康

市民の健康づくり
基本方針に関連する

SDGｓの目標

8-01-① 施策名

市民の健康づくりを推進するため、事業者や地域団体等の様々な主体との連携を強化・拡大し、健康啓発や生活習慣の改善に
つながる取組を強化するとともに、地域の主体的な健康づくりの取組を支援します。また、多くの人が、心身の不調に気づき行動
できるよう、ゲートキーパーの養成に取り組むとともに、相談支援のネットワークを構築します。

健康寿命（年）【上段：男性、下段：女性】

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

健康くさつ21（第2次）にかかる取組の成
果、課題について協議することができた。

健康づくりに関する啓発を各地域で行うこ
とができた。

健康増進課

健康増進課

食育推進事業

自殺対策緊急強化事業

ゲートキーパーの養成により、市民一人
ひとりがこころの健康づくりへの関心を高
め互いに支えあうことができる地域づくり
をすすめるとともに、相談窓口等での対応
のスキルアップや相談支援のネットワーク
づくりを行った。

8-01-①



■施策評価シート 8-01-①

■施策に含まれる主要事業一覧

成果達成度
（主要事業のみ）

○

■施策に含まれるその他の事業一覧

主要事業 担当課 達成度評価理由

事務事業 担当課

食育推進や運動習慣の確立をめざし、市
内飲食店や運動事業所と連携した健康づ
くりのきっかけを提供することができた。

健康増進課健康啓発推進事業

健康増進課かかりつけ医等普及促進事業

健康福祉政策課
人とくらしのサポートセンター

健康増進課
健康増進課
健康増進課
健康増進課
健康増進課

健康管理システム事業

健幸都市づくり推進事業
健康相談事業

健康相談事業

救急医療情報システム運営負担金事務
医療関係団体への保健事業事務委託事務
保健師活動事業
さわやか保健センター施設管理事業
湖南広域行政組合負担金事務

精神保健福祉対策事業
市民の健康づくり推進事務
献血推進事業

健康教育事業

健康管理システム事業

健康増進課

子育て相談センター

健康増進課

健康増進課

健康増進課
健康増進課
健康増進課

成果達成度の表示について

◎ 期待を超える成果があった

○ 期待どおりの成果があった

△ 期待未満の成果であった

※施策に含まれる事務事業のうち、主要事

8-01-①



■施策評価シート 8-01-②

まちづくりの基本目標

基本方針

施策番号 疾病予防対策の強化

　施策の概要

成果指標（単位）

令和6年度

目標値 12.5

実績値

　成果指標実績に対するコメント

　施策の達成度評価

　評価に基づいた令和6年度の取組についての考え方

■施策に含まれる主要事業一覧

成果達成度
（主要事業のみ）

○

○

○

○

■施策に含まれるその他の事業一覧

健康増進課歯科保健指導事業

子どもの予防接種に関しては、未接種者
に対し個別勧奨通知等により、接種率の
向上に繋がった。また、すこやか訪問、乳
幼児健診時に啓発を行ったため。

健康増進課感染症予防事業

子育て相談センター予防接種事業

8-01-② 施策名

疾病の予防と早期発見のため、各種けん診、予防接種について、体制の充実や啓発の強化による受診率等の向上を図るととも
に、早期対応の勧奨に努めます。また、感染症に関する正しい理解の普及と予防の啓発に取り組みます。

草津市乳がん検診受診率（％）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

乳がん検診の受診率は増加しているものの、県内他市町と比較すると低い状況である。乳がん検診では初回受診者から、が
ん・がん疑いが発見されている割合が高いため、初回検診の啓発が非常に重要であると考える。このことより、市民の受診をより
促すような個別勧奨通知等の内容の工夫や、市民が受診しやすい環境の検討を行い、事業を進めていく。

主要事業 担当課 達成度評価理由

（※基準値） 10.4

11.2 13.8

「笑顔」輝くまち 分野 健康

市民の健康づくり
基本方針に関連する

SDGｓの目標

事務事業 担当課

健康診査事業 健康増進課

予防接種事業 健康増進課

感染症の注意報や警報が発令された場
合は、すみやかに市民等に情報提供し注
意喚起を行うことで、正しい理解を促すた
めの周知・啓発ができたため。

節目・妊婦歯科健診の実施で、口腔の健
康づくりと、口腔に関心を持ってもらい、定
期的な健診受診を促す啓発ができたた
め。

無料クーポン券の利用率低下などへの課
題はあるが、個別勧奨通知の送付や、特
定健診等複数のけん診が同時に受けら
れる集団けん診を実施することで受診率
の回復傾向が伺えるため。

受診率は前年度と今年度の受診者を合わせ2年連続受診者を除いた受診率を評価している。そのため、令和3年度の受診者数
の増加（R2：1,361人→R3:3,095人）に加え、令和4年度も2,599人が受診していることから、前年度と比較して受診率は向上し、目
標を達成した。昨年度同様、協会けんぽ被扶養者および国保加入者の特定健診との同時実施、個別勧奨・再勧奨通知実施によ
り、受診率向上を図ることができたと考える。

無料クーポン券対象者の受診率は、令和3年度21.8％、令和4年度19.8％と利用率が低下しているが、一定の効果は得られてい
る。更なる受診者数増加につながるよう、個別勧奨・再勧奨通知と啓発の内容を工夫する必要がある。

11.1 11.8

9.7

成果達成度の表示について

◎ 期待を超える成果があった

○ 期待どおりの成果があった

△ 期待未満の成果であった

※施策に含まれる事務事業のうち、主要事

業についてのみ記載しています。

8-01-②



■施策評価シート 8-02-①

まちづくりの基本目標

基本方針

施策番号 国民健康保険制度の運用

　施策の概要

成果指標（単位）

令和6年度

目標値 32.5

実績値

　成果指標実績に対するコメント

　施策の達成度評価

　評価に基づいた令和6年度の取組についての考え方

■施策に含まれる主要事業一覧

成果達成度
（主要事業のみ）

○

○

○

○

○

特定健康診査事業 保険年金課

人間ドック等助成事業 保険年金課

レセプト管理事業 保険年金課

感染症予防に留意しながら、オンライン面
談やイベント型の特定保健指導を実施し、
利用者の増加に努めたため。

資格管理、適用の適正化により、適切な
保険税の賦課および保険給付に努めた。

被保険者の健康保持増進を目的とする本
事業について、助成制度利用の積極的な
周知啓発を行った結果、前年より減少した
ものの、被保険者数が減少傾向にある中
で800人を超える多くの利用につながっ
た。

目標値には届かなかったものの、資格管理や保険給付、医療費助成等を適正に行ったことや、保険財政の健全運営を保ちつつ
被保険者負担の抑制を図るよう国保税率設定を行ったことで目標値に近い実績値が得られた。

目標値には届かなかったものの、被用者保険と連携した集団健診を9回実施したほか、民間の保険会社による健診の啓発を行
うなど、保健事業を積極的に行った。また、年間を通じて資格の適正化や適切な給付を行い、被保険者の安心につながるよう制
度運営に努めた。

「笑顔」輝くまち 分野 健康

医療保険制度の適正運用
基本方針に関連する

SDGｓの目標

8-02-① 施策名

保険財政の適正運営と被保険者負担の上昇の抑制を両立していくため、特定健康診査・特定保健指導の実施等による健康の
保持・増進と医療費の適正化を図るとともに、被保険者への啓発活動等、制度への理解促進の取組を強めます。

「医療保険制度の適正運用」に満足している市民の割合（％）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

適用の適正化や保健事業の積極的な実施により、引き続き、国保財政の健全運営を図る。また、国において、持続可能な社会
保険制度を構築するための制度改正等が進められていることから、制度改正時には、市民への十分な周知・啓発を行う。

主要事業 担当課 達成度評価理由

（※基準値） 27.5 30.5 31.5

25.3 30.1 30.1

保険年金課医療費適正化特別対策事業

医療費適正化のため、レセプトの管理を
適正に行い、過誤返戻や本人請求も適切
に執行した。

個別健診のほか、被用者保険との連携に
よる集団健診を９回実施し、受診機会の
拡充を図るとともに、外部委託による受診
勧奨および直営で行う文書や電話での受
診勧奨の結果、受診率の上昇につながっ
た。

健康増進課特定保健指導事業

8-02-①



■施策評価シート 8-02-①

■施策に含まれるその他の事業一覧

退職被保険者高額介護合算医療事業
葬祭給付事業

傷病手当金事務

特定健康診査事業

退職被保険者等療養給付事業
退職被保険者等療養事業
退職被保険者等高額療養事業

国保事業費納付金事業事務（介護納付金分）

国保事業費納付金事業事務（一般被保険者後期高齢者支援金等分）

審査支払手数料事務
出産育児一時金支払手数料事務
出産育児一時金事務

国民健康保険税賦課事務

国民健康保険給付執行事務
国保連合会負担金拠出事務
国保運営協議会運営事業
一般被保険者療養給付事業
一般被保険者等療養事業
一般被保険者高額療養事業
一般被保険者高額介護合算医療事業

国保事業費納付金事業事務（一般被保険者医療給付費分）

保険年金課

重複頻回受診訪問指導事業
その他共同事業事務費拠出金事業

保険年金課
保険年金課
保険年金課
保険年金課
保険年金課

保険年金課

健康増進課

保険年金課

保険年金課
保険年金課
保険年金課
保険年金課
保険年金課

保険年金課
保険年金課
保険年金課
保険年金課

保険年金課
保険年金課

保険年金課
保険年金課

事務事業 担当課
税務課

成果達成度の表示について

◎ 期待を超える成果があった

○ 期待どおりの成果があった

△ 期待未満の成果であった

※施策に含まれる事務事業のうち、主要事

8-02-①



■施策評価シート 8-02-②

まちづくりの基本目標

基本方針

施策番号 後期高齢者医療制度の運用

　施策の概要

成果指標（単位）

令和6年度

目標値 99.64

実績値

　成果指標実績に対するコメント

　施策の達成度評価

　評価に基づいた令和6年度の取組についての考え方

■施策に含まれる主要事業一覧

成果達成度
（主要事業のみ）

○

○

■施策に含まれるその他の事業一覧

滋賀県後期高齢者医療広域連合より委
託を受け対象者に健康診査受診券を送
付し、生活習慣病の早期発見を目的とし
た健康診査事業を進めた。

保険年金課後期高齢者医療事務

8-02-② 施策名

被保険者への制度周知や健康診査等の保健事業による健康の保持・増進と医療費の適正化を図るなど、後期高齢者医療制度
を適正に運用します。

後期高齢者医療保険料収納率（％）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

収納率のさらなる向上を図るため、引き続き、従来の取り組みを進めていく。

主要事業 担当課 達成度評価理由

（※基準値） 99.64

99.74

「笑顔」輝くまち 分野 健康

医療保険制度の適正運用
基本方針に関連する

SDGｓの目標

事務事業 担当課

後期高齢者医療保険料徴収事務 保険年金課

後期高齢者健康診査事業 保険年金課

定期的な電話や催告書の送付等による
働きかけや、納付相談等の実施により、
高い収納率を維持することができた。

後期高齢者医療（現年分）の収納率は、令和３年度に引き続き、高い値であった。

定期的な電話や催告書の送付等による働きかけや、納付相談等を積極的に実施することにより、高い収納率を維持することが
できた。

99.64 99.64

99.75 99.73

広域連合審査手数料負担金事務
広域連合事務負担金事務
広域連合医療費負担金事務 保険年金課

保険年金課
保険年金課

成果達成度の表示について

◎ 期待を超える成果があった

○ 期待どおりの成果があった

△ 期待未満の成果であった

※施策に含まれる事務事業のうち、主要事

業についてのみ記載しています。

8-02-②



■施策評価シート 8-02-③

まちづくりの基本目標

基本方針

施策番号 福祉医療費の助成

　施策の概要

成果指標（単位）

令和6年度

目標値 125

実績値

　成果指標実績に対するコメント

　施策の達成度評価

　評価に基づいた令和6年度の取組についての考え方

■施策に含まれる主要事業一覧

成果達成度
（主要事業のみ）

○

○

■施策に含まれるその他の事業一覧

助成要件を確認のうえ、適切に助成を
行った。

保険年金課ひとり暮らし寡婦福祉医療助成事業

8-02-③ 施策名

社会的に弱い立場の方の医療費負担軽減を図るため、心身障害者、重度心身障害老人等を対象に医療保険適用医療費の自
己負担額の一部もしくは全部を助成します。

対象者（心身障害者（児）、重度心身障害老人）１人あたりの年間助成額（千円）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

引続き制度の周知も含め、適切に助成事業を進めていく。

主要事業 担当課 達成度評価理由

（※基準値） 125

118

「笑顔」輝くまち 分野 健康

医療保険制度の適正運用
基本方針に関連する

SDGｓの目標

事務事業 担当課

重度心身障害者老人等福祉医療助成事業 保険年金課

心身障害者福祉医療助成事業 保険年金課

助成要件を確認のうえ、適切に助成を
行った。

新型コロナウイルス感染症の影響による受診件数の減少は緩和し、１人当たりの医療費については令和３年度を上回った。

事業内容に特段の変化はなく、令和４年度も令和３年度に引続き、助成対象者の経済的負担の軽減に寄与した。

125 125

122 117

保険年金課
保険年金課

保険年金課
保険年金課
保険年金課
保険年金課
保険年金課

精神障害者精神科通院医療助成事業
精神障害者精神科通院医療事務
心身障害者福祉医療事務
ひとり暮らし高齢寡婦福祉医療助成事業

老人福祉医療助成事業
老人福祉医療事務
精神障害老人精神科通院医療助成事業

成果達成度の表示について

◎ 期待を超える成果があった

○ 期待どおりの成果があった

△ 期待未満の成果であった

※施策に含まれる事務事業のうち、主要事

業についてのみ記載しています。

8-02-③



■施策評価シート 9-01-①

まちづくりの基本目標

基本方針

施策番号 子育て総合相談窓口の充実

　施策の概要

成果指標（単位）

令和6年度

目標値 88.0

実績値

　成果指標実績に対するコメント

　施策の達成度評価

　評価に基づいた令和6年度の取組についての考え方

■施策に含まれる主要事業一覧

成果達成度
（主要事業のみ）

○

○

■施策に含まれるその他の事業一覧

9-01-① 施策名

妊娠届を受理する際に、すべての妊婦に対して利用計画を作成するとともに、特に支援を必要とするケースにおいては個別の支
援プランを作成することで、早期からの支援につなげます。また、子育て相談センターに専門職を配置することにより、妊娠・出
産・子育てにおける切れ目のない相談支援をワンストップで行う中で、虐待につながる恐れのあるケースについては、関係機関
等と早期から連携を深め、見守りや早期介入を図り、虐待防止に努めます。

子育てしやすいと思う市民の割合（％）

令和2年度 令和3年度

「笑顔」輝くまち 分野 子ども・子育て・若者

切れ目のない子育て支援
基本方針に関連する

SDGｓの目標

事務事業 担当課

総合相談事業（民生費） 子育て相談センター

総合相談事業（衛生費） 子育て相談センター

身近な相談先として、保健師・助産師・保育士を配置し、来所・電話・メール・オンラインにて随時相談、また母子健康手帳交付時
に全妊婦に対し相談を実施し、妊娠期から子育て期における必要な情報提供や不安の軽減を図った。

相談内容に応じて各職種が専門性を活かした相談を実施し、保護者の不安を軽減した。継続支援が必要な場合は、個別支援計
画を立て、養育支援会議で報告し関係機関との連携を図り、定期的に支援内容の評価も行い、切れ目のない支援を実施した。

87.7 87.8（※基準値） 87.6

87.787.5 88.7

令和4年度 令和5年度

母子健康手帳交付時の全件相談を起点に子育て期までの切れ目のない相談支援・情報提供を実施し、保護者の不安の軽減を
図る。また継続支援が必要なケースには、個別支援計画で支援の方向性の検討と評価を実施して支援の質の向上を図り、養育
支援会議にて関係機関との連携を強化する。加えて、伴走型相談支援として妊娠６～７か月の妊婦に送付するアンケートをもと
に、妊婦の不安軽減と継続支援が必要なケースの把握に努める。

主要事業 担当課 達成度評価理由

母子健康手帳交付時や随時の相談を実
施し、情報提供や不安の軽減を図り、ま
た、継続支援が必要な場合は、関係機関
と情報共有や連携を図り、必要な支援に
つなげることができたため。

成果達成度の表示について

◎ 期待を超える成果があった

○ 期待どおりの成果があった

△ 期待未満の成果であった

※施策に含まれる事務事業のうち、主要事

業についてのみ記載しています。

9-01-①



■施策評価シート 9-01-②

まちづくりの基本目標

基本方針

施策番号 母子保健サービスの充実

　施策の概要

成果指標（単位）

令和6年度

目標値 98.0

実績値

　成果指標実績に対するコメント

　施策の達成度評価

　評価に基づいた令和6年度の取組についての考え方

■施策に含まれる主要事業一覧

成果達成度
（主要事業のみ）

○

○

○

■施策に含まれるその他の事業一覧

母子健康教室開催事業
不妊・不育治療費助成事業
妊婦健診事業 子育て相談センター

子育て相談センター
子育て相談センター

事務事業 担当課

新生児訪問事業（すこやか訪問事業） 子育て相談センター

乳幼児健診事業 子育て相談センター

産前産後サポート事業にて産後の母児の
相談支援を行い、早期に支援が必要な人
には、すこやか訪問や産後ケア事業等の
利用を通じて、支援につなげたため。

利用率は目標値に到達していないが、産
後電話で得た情報を参考に、訪問等で状
況把握し継続的に支援を行ったため。

目標値に到達することはできなかったが、昨年度とほぼ同様の実績値であった。訪問以外にも、産前産後サポート事業として、
産後１か月ごろまでの産婦に電話相談を実施しており、すこやか訪問よりも早い時期での子育てへの支援も充実させている。ま
た、より支援が必要なケースに関しては、担当の保健師が関係機関と連携しながら時期を調整して訪問や電話等で切れ目のな
い支援を継続的に実施している。

助産師や保健師によるすこやか訪問では、児や保護者の健康状態の確認、子育ての相談、養育状況の確認等を行い、子育て
支援を行った。すこやか訪問を希望されない方や、長期入院の方には、産後電話で母の様子や支援者の情報を聞き取ったり、
医療機関と連携しながら必要な支援を行った。

98.0 98.0

91.4 95.4

「笑顔」輝くまち 分野 子ども・子育て・若者

切れ目のない子育て支援
基本方針に関連する

SDGｓの目標

子育て相談センターにおいて、妊娠期からの切れ目のない相談支援・情報提供等を実施し、産後電話相談事業や産後ケア事業
等と併せて子育て支援の充実に努め、安心して子育てできるまちづくりを行う。Ｒ４年度から強化された伴走型支援により、訪問
を希望されない方へも支援が入りやすくなる可能性があり、今後更なる継続支援が期待できる。

主要事業 担当課 達成度評価理由

（※基準値） 98.0

95.2

9-01-② 施策名

子どもの健全な育成や健康増進を図るとともに、病気等の予防・早期発見・早期対応、子育てに関する課題の有無等の早期発
見・早期対応に努めるため、妊娠・出産・子育てを通して切れ目のない母子保健サービスを提供します。

すこやか訪問の利用率(％)

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

子育て相談センター妊娠・出産包括支援事業

感染予防対策を講じ、保護者が安心して
受診できる体制を整えることにより、子の
健康状態を把握し、保護者の不安や困り
ごとに寄り添い、助言や支援につなげるこ
とができたため。

子育て相談センター未熟児養育医療事業
成果達成度の表示について

◎ 期待を超える成果があった

○ 期待どおりの成果があった

△ 期待未満の成果であった

※施策に含まれる事務事業のうち、主要事

業についてのみ記載しています。

9-01-②



■施策評価シート 9-01-③

まちづくりの基本目標

基本方針

施策番号 子ども・子育て支援、ネットワークの充実

　施策の概要

成果指標（単位）

令和6年度

目標値 96,920

実績値

　成果指標実績に対するコメント

　施策の達成度評価

　評価に基づいた令和6年度の取組についての考え方

■施策に含まれる主要事業一覧

成果達成度
（主要事業のみ）

○

○

○

○

○

子ども家庭・若者課草津っ子サポート事業

子育てをしている親子の交流等の支援を
通じて、子育ての不安を解消し、子どもの
健やかな育ちを促進することができたた
め。

利用者数は前年度より増加し、親子が気
軽に相談や交流ができる場を提供するこ
とができたため。

先方の都合等により訪問を希望されない
人を除いて、対象となる家庭に対して保育
士が訪問し、子育てに関する情報提供お
よび養育環境の確認を行うことができたた
め。

子育て相談センター

子育て相談センター

育児等支援家庭訪問事業（すこやか訪問事業）

つどいの広場事業

9-01-③ 施策名

ＪＲ草津駅と南草津駅前の子育て支援拠点施設を中心とした市内子育て支援施設を通じて、子育て支援に係る様々な情報や、
交流の場を提供するとともに、これを支える関係団体等のネットワークを強化します。

子育て支援施設の利用者数（人）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

令和３年の草津市立北部子育て支援拠点施設（ココクル💜ひろば）のオープンにより、子育て支援施設を各中学校区に１施設と
することができた。今後は、各施設において、子育て相談や親子の交流など、子育て支援の場としての機能を充実させるととも
に、施設に関する積極的な情報発信や地域資源の開発・連携を行い、より利用しやすい施設となるよう取組んでいく。

主要事業 担当課 達成度評価理由

（※基準値） 98,602

89,252

「笑顔」輝くまち 分野 子ども・子育て・若者

切れ目のない子育て支援
基本方針に関連する

SDGｓの目標

子育て支援センター運営事業 子育て相談センター

子育て支援拠点施設運営事業 子育て相談センター

生後１歳未満の子を持つ子育て世帯に対
し、家事・育児を担うヘルパー派遣を行
い、子育て支援を行うことができたため。

子育てをしている親子の交流等の支援を
通じて、子育ての不安を解消し、子どもの
健やかな育ちを促進することができたた
め。

子育て支援施設の利用者数については、新型コロナウイルス感染症の影響があり目標値を下回っているが、令和３年度と比較
すると、利用者数が増加している。

令和３年５月に草津駅前に草津市立北部子育て支援拠点施設（ココクル💜ひろば）をオープンしたことで、草津市立南部子育て
支援拠点施設（ミナクサ☆ひろば）と合わせて、市内の子育て支援の拠点となる２施設を整備することができた。また、令和４年
度より、笠縫東児童センターについて、児童館事業と地域子育て支援拠点事業として位置づけを変更したことにより、各子育て
支援施設間での調整が高まり、より充実した支援サービスを提供することができている。

97,565 97,121

48,569 72,423

9-01-③



■施策評価シート 9-01-③

■施策に含まれるその他の事業一覧

出産・子育て応援事業 子育て相談センター
子育て相談センター

子ども家庭・若者課

子ども・若者政策課

養育支援訪問事業

児童福祉援護事務

子育て支援会議運営事業

子育て相談センター子育て支援事業

事務事業 担当課
結婚新生活支援事業

多胎児養育支援ヘルパー派遣事業

児童館運営事業 子育て相談センター

子ども家庭・若者課

子ども・若者政策課
成果達成度の表示について

◎ 期待を超える成果があった

○ 期待どおりの成果があった

△ 期待未満の成果であった

※施策に含まれる事務事業のうち、主要事

9-01-③



■施策評価シート 9-02-①

まちづくりの基本目標

基本方針

施策番号 質の高い就学前教育・保育の提供

　施策の概要

成果指標（単位）

令和6年度

目標値 34.0

実績値

　成果指標実績に対するコメント

　施策の達成度評価

　評価に基づいた令和6年度の取組についての考え方

■施策に含まれる主要事業一覧

成果達成度
（主要事業のみ）

○

○

○

○

○幼稚園・認定こども園ステップアップ推進事業 幼児課

市民意識調査の結果、前年度に比べて5.3ポイント減少し、目標値を達成することができなかったが、コロナ禍における活動制限
により、予定していた行事が実施されない等、保育内容に一定の制約を受けたことも要因のひとつと考える。

各施設で幼児の運動遊びプログラムを活用して、積極的に運動遊びに取り組むとともに、保育者の資質向上と保護者や市民へ
の啓発を目的としたシンポジウムを開催し、運動遊びの重要性について啓発を行った。
接続期カリキュラムの活用や幼保小の取組の状況について各所属にアンケートを実施し、幼保小接続のさらなる推進体制の構
築に向けての方針を策定した。
また、就職フェアへの参加や、保育士トライアル研修の実施など、保育人材の確保に取り組むとともに、人材育成に向け、市内
就学前教育・保育施設の職員を対象とした研修内容の充実を図った。

32.0 33.0

29.5 24.4

9-02-① 施策名

子どもの豊かな育ちや学びを支えるため、教育・保育内容の充実に努めます。また、長期的な視点に立ち、乳幼児期に培われた
力や学びの芽生えが小学校以降の学びにつながるよう、連続性・一貫性をもった取組を進めます。また、教育・保育を担う優秀
な人材の積極的な確保や育成に努めます。

「就学前教育・保育の充実」に満足している市民の割合（％）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

「笑顔」輝くまち 分野 子ども・子育て・若者

就学前教育・保育の充実
基本方針に関連する

SDGｓの目標

達成度評価理由

（※基準値） 31.0

19.1

質の高い就学前教育・保育を提供するため、乳幼児期の教育・保育の重要性や小学校への円滑な接続に関する研修や、経年
年数や職責に応じた実効性のある研修を実施し、保育者としての専門性と実践力の高まりを目指す。

主要事業 担当課

地域の特色や人材を活かして幼稚園・認
定こども園の教育内容の充実を図ること
ができたため。

幼児課

認可外保育施設や私立幼稚園等の無償
化対象者への給付を円滑に行い、子育て
を行う家庭の経済的負担の軽減を図るこ
とができたため。

保育カウンセラーが保育者と共に、子ども
や保護者への支援を行い、保育の質の向
上を図ることができたため。

就学前教育サポート事業（民生費）

施設等利用給付事業（民生費）

施設等利用給付事業（教育費）

幼児課

幼児課

幼児課

就学前教育サポート事業（教育費）

9-02-①



■施策評価シート 9-02-①

■施策に含まれるその他の事業一覧

事務事業 担当課
病児・病後児保育運営事業

家庭的保育事業
家庭支援活動事業 幼児課

幼児課

子ども・若者政策課

利用者負担額管理回収事業 幼児課
幼児課
幼児課

幼児課
幼児課

幼児課
幼児課
幼児課

幼児課
幼児課

認定こども園運営支援事業
幼保一体化推進事業

保育所・認定こども園管理運営事業 子ども・若者政策課

幼児課
幼児課
幼児課
幼児課
幼児課

幼児課
幼児課

認定こども園管理運営事業
預かり保育事業

保育所・認定こども園運営支援事業
保育所・認定こども園指導研修事業

民間保育所・認定こども園運営事業
民間認定こども園運営事業
保育所・認定こども園管理運営事業
保育所・認定こども園健康管理事業
保育所・認定こども園給食事業
認定こども園給食事業
小規模保育事業
私立幼稚園運営推進事業
幼稚園・認定こども園保健推進事業
幼稚園・認定こども園指導研修事業

成果達成度の表示について

◎ 期待を超える成果があった

○ 期待どおりの成果があった

△ 期待未満の成果であった

※施策に含まれる事務事業のうち、主要事

9-02-①



■施策評価シート 9-02-②

まちづくりの基本目標

基本方針

施策番号 就学前教育・保育施設の定員確保

　施策の概要

成果指標（単位）

令和6年度

目標値 4,724

実績値

　成果指標実績に対するコメント

　施策の達成度評価

　評価に基づいた令和6年度の取組についての考え方

■施策に含まれる主要事業一覧

成果達成度
（主要事業のみ）

○

○

○

○民間保育所・認定こども園運営事業 幼児施設課

私立認可保育所・私立幼保連携型認定こ
ども園に対して、給付費を支弁すること
で、入所児童の保育環境の充実を図るこ
とができたため。

幼児施設課小規模保育事業

保育ニーズを満たすためには、定員確保
とともに人材確保も重要であることから、
小規模保育施設に対して、給付費の支弁
に合わせて、良質な教育・保育を提供す
るため国基準より充実した保育士等の配
置や保育士確保、新型コロナウイルス感
染症および物価高騰対策への支援を行
い、低年齢児の保育環境の充実を図るこ
とができたため。

保育所・認定こども園管理運営事業 幼児施設課

公立保育所および公立幼保連携型認定こ
ども園の運営や維持管理を適切に行うこ
とにより、良質な教育・保育環境を提供す
ることができたため。

9-02-② 施策名

安全・安心な保育環境を確保するとともに、質の高い就学前教育・保育を実現するために認定こども園等の環境整備や定員確
保に取り組みます。

保育所等の利用定員（人）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

達成度評価理由

（※基準値） 4,702

4,736

「笑顔」輝くまち 分野 子ども・子育て・若者

就学前教育・保育の充実
基本方針に関連する

SDGｓの目標

家庭的保育事業 幼児施設課

家庭的保育施設に対して、給付費の支
弁、新型コロナウイルス感染症や物価高
騰対策の支援を行うことで、低年齢児の
保育環境の充実を図ることができたため。

保育所等の利用定員は、目標の4,724人に対し、実績は4,736人となり、12人増の定員を確保した。
令和4年4月1日に、民間保育施設2施設の保育定員の変更があったものの、矢倉幼稚園を幼稚園型認定こども園へ移行するこ
とにより40人の保育定員増を実施した結果、目標値を上回る定員確保が図れた。

　「子ども・子育て支援新制度」では、支援の量の拡充を求めており、本市では、これまで保育需要の増加に対応するため、草津
市子ども・子育て支援事業計画に基づき、施設整備による定員増を図ってきた。
一方で、待機児童の解消には保育士等の安定的な確保が必須であることから、保育士確保事業の取組を推進する必要がある。

4,724 4,724

4,202 4,723

令和４年度の第二期草津市子ども・子育て支援事業計画の中間見直しにより設定された確保方策に基づき、保育定員の確保を
図る。
併せて、待機児童の解消に向けて、保育の担い手である保育士の確保が喫緊の課題であることから、保育士確保事業の取組を
推進する。

主要事業 担当課

9-02-②



■施策評価シート 9-02-②

■施策に含まれる主要事業一覧

成果達成度
（主要事業のみ）

○

○

■施策に含まれるその他の事業一覧

他自治体広域入所運営事業（教育費）

幼児施設課
幼児施設課
幼児施設課
幼児施設課
幼児施設課

保育所・認定こども園運営支援事業
認定こども園運営支援事業
民間認定こども園運営事業

他自治体広域入所運営事業（民生費）

認定こども園管理運営事業 幼児施設課

公立幼稚園型認定こども園の運営や維持
管理を適切に行うことにより、良質な教
育・保育環境を提供することができたた
め。

主要事業 担当課 達成度評価理由

民間保育所・認定こども園運営補助事業 幼児施設課

保育ニーズを満たすためには、定員確保
とともに人材確保も重要であることから、
私立認可保育所・私立幼保連携型認定こ
ども園に対して、良質な教育・保育を提供
するため国基準より充実した保育士等の
配置や保育士確保、新型コロナウイルス
感染症および物価高騰対策への支援を
行い、入所児童の保育環境の充実を図る
ことができたため。

事務事業 担当課
成果達成度の表示について

◎ 期待を超える成果があった

○ 期待どおりの成果があった

△ 期待未満の成果であった

※施策に含まれる事務事業のうち、主要事

業についてのみ記載しています。

9-02-②



■施策評価シート 9-03-①

まちづくりの基本目標

基本方針

施策番号 児童虐待の防止と早期発見・早期対応

　施策の概要

成果指標（単位）

令和6年度

目標値 1,549

実績値

　成果指標実績に対するコメント

　施策の達成度評価

　評価に基づいた令和6年度の取組についての考え方

■施策に含まれる主要事業一覧

成果達成度
（主要事業のみ）

○

○

■施策に含まれるその他の事業一覧

事務事業 担当課

養育支援ヘルパー派遣事業 家庭児童相談室
支援が必要な家庭にヘルパー派遣を行う
ことで、子育ての負担軽減を図り、良好な
育児環境を整えたため。

令和４年度の児童虐待相談対応件数は１，１９０件で、前年度に比べ２３０件減少し目標値を下回る数値となった。一方で全体の
約７割が継続対応ケースであり、児童・保護者・養育環境の問題が輻輳し、対応や支援が長期化する傾向にある。

児童虐待防止推進月間を中心に、広報紙など様々な媒体を通じて虐待防止啓発を行った。児童虐待の防止に向け、早期発見と
迅速かつ適切な支援を行うため、各関係機関が共通認識を持ち、対策・支援策を講じる必要がある。

1,349 1,449

1,396 1,420 1,190

家庭児童相談室

「笑顔」輝くまち 分野 子ども・子育て・若者

安心して子育てができる環境づくり
基本方針に関連する

SDGｓの目標

子育て短期支援事業

9-03-① 施策名

児童虐待の防止、早期発見・早期対応に努めるとともに、子どもとその家族の安心できる生活のための支援として、必要な相談
体制の充実や関係機関等の連携を強めます。

児童虐待相談対応件数(件)

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

要保護児童対策地域協議会を軸に、情報共有や役割分担などを行い、各関係機関がさらに連携を深め、児童虐待防止に取り
組む。

主要事業 担当課 達成度評価理由

（※基準値） 1,249

家庭児童相談室家庭児童相談指導事業
保健師、社会福祉士の配置により、相談
業務の体制強化を図っているため。

成果達成度の表示について

◎ 期待を超える成果があった

○ 期待どおりの成果があった

△ 期待未満の成果であった

※施策に含まれる事務事業のうち、主要事

業についてのみ記載しています。

9-03-①



■施策評価シート 9-03-②

まちづくりの基本目標

基本方針

施策番号 ひとり親家庭や経済的困窮家庭等への支援の充実

　施策の概要

成果指標（単位）

令和6年度

目標値 100.0

実績値

　成果指標実績に対するコメント

　施策の達成度評価

　評価に基づいた令和6年度の取組についての考え方

■施策に含まれる主要事業一覧

成果達成度
（主要事業のみ）

○

○

○

○

○

■施策に含まれるその他の事業一覧

受給資格を確認のうえ、適切に給付をお
行ったため。

子ども家庭・若者課

子ども家庭・若者課

児童扶養手当給付事業

ひとり親家庭等就業支援事業

母子家庭等福祉医療事務

母子等福祉活動費補助金事業

父子家庭福祉医療助成事業
母子福祉資金等貸付事業 子ども家庭・若者課

保険年金課

子ども家庭・若者課

保険年金課

保険年金課

母子生活支援施設入所事業

母子家庭福祉医療助成事業

子ども家庭・若者課

助成要件を確認のうえ、適切に助成を
行ったため。

DV等の理由により母子の保護を行い、自
立に向けた支援を行うことができたため。

ひとり親家庭の自立のため、就労に有利
な技能の習得および資格取得等の支援を
行うことができたため。

子ども家庭・若者課子どもの貧困対策連携強化事業

9-03-② 施策名

ひとり親家庭等の自立と生活の安定のため、相談体制、経済的支援や日常生活の支援等の充実を図ります。また、子どもが生
まれ育った環境に左右されることなく、将来の夢や目標の実現に向かっていけるよう、子どもの貧困対策や子どもの居場所づくり
を進めます。

高等職業訓練促進給付制度利用により資格取得後、就労に結びついた割合（％）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

支援制度の情報発信を積極的に行い、関係機関と連携しながらひとり親家庭等の自立や生活の安定に向けた支援を推進する。

主要事業 担当課 達成度評価理由

（※基準値） 100.0

「笑顔」輝くまち 分野 子ども・子育て・若者

安心して子育てができる環境づくり
基本方針に関連する

SDGｓの目標

事務事業 担当課

ひとり親家庭等支援事業 子ども家庭・若者課

母子・父子自立支援員を３名配置し、ひと
り親家庭の相談対応や、各種支援制度の
利用を勧め、ひとり親家庭の生活の安定
を図ることができたため。

高等職業訓練促進給付金制度利用により資格取得をしたものは７名であり、資格を活かした就労につながった。

ひとり親家庭等の相談に応じながら、日常生活の支援や経済的支援、就職に有利な技能の習得や資格取得等のための各種給
付金の活用により、ひとり親家庭等の自立と安定を図ることができた。

100.0 100.0

100.0 100.0

助産施設入所事業 子ども家庭・若者課

100.0

成果達成度の表示について

◎ 期待を超える成果があった

○ 期待どおりの成果があった

△ 期待未満の成果であった

※施策に含まれる事務事業のうち、主要事

9-03-②



■施策評価シート 9-03-③

まちづくりの基本目標

基本方針

施策番号 発達障害児等への支援の充実

　施策の概要

成果指標（単位）

令和6年度

目標値 1,373

実績値

　成果指標実績に対するコメント

　施策の達成度評価

　評価に基づいた令和6年度の取組についての考え方

■施策に含まれる主要事業一覧

成果達成度
（主要事業のみ）

○

○

■施策に含まれるその他の事業一覧

乳幼児期から成人期にかけて関係機関と
連携しながら相談支援に取り組んだ結
果、本人の発達状況や障害特性を保護
者、支援者で共通理解し、保育や教育、
就労等の支援につなぐことができたため。

発達支援センター発達支援センター運営事業

幼児課特別支援教育推進事業

9-03-③ 施策名

発達障害等がある等、支援が必要な子どもとその家庭に寄り添い、早期に専門的な療育につなぐとともに、医療、保育、教育、
福祉、就労等の多様な関係機関と連携しながら、個々のニーズに対応できる専門的かつ総合的な相談支援を進めます。

相談支援実人数（人）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

主要事業 担当課 達成度評価理由

（※基準値） 1,333

1,378

「笑顔」輝くまち 分野 子ども・子育て・若者

安心して子育てができる環境づくり
基本方針に関連する

SDGｓの目標

事務事業 担当課

湖の子園運営事業 発達支援センター

早期療育に取り組むとともに、保育所等に
在籍する加配対象児の保護者交流会を
実施し、子どもの発達支援や保護者の子
育て支援の成果が得られたため。

乳幼児期から成人期にかけて関係機関と連携しながら、発達に支援が必要な方に対して相談支援を実施した。実績値が目標値
を上回っており、乳幼児期、学齢期、成人期のいずれも昨年度と比べて相談支援実人数が増加しており、ライフステージを通して
相談ニーズが高いことが考えられる。

医療、保健、保育、教育、福祉、就労等の関係機関と連携しながら、相談支援を実施した。新たに学齢期の発達心理相談員が予
算措置されたが、欠員が続いたことから、令和５年度に相談員を確保し体制の充実を図る必要がある。また、市内に民間の障害
児相談支援事業所が開設されたことから、福祉サービスの利用者を相談支援につなぐとともに、保育所や学校等の関係機関に
役割等を周知し連携を進める必要がある。

1,346 1,359

1,353 1,199

障害児通所給付事業 発達支援センター

引き続き、専門職を確保し、関係機関と連携しながら多様な相談ニーズに対応できるように相談支援の充実を図る。また、障害
児相談支援事業所については、障害児相談支援事業所体制強化補助費を活用し、身近な地域で新規事業所の開設を促すとと
もに福祉サービスの利用にかかる相談支援体制の充実に努めていく。

成果達成度の表示について

◎ 期待を超える成果があった

○ 期待どおりの成果があった

△ 期待未満の成果であった

※施策に含まれる事務事業のうち、主要事

業についてのみ記載しています。

9-03-③



■施策評価シート 9-03-④

まちづくりの基本目標

基本方針

施策番号 児童育成クラブの充実

　施策の概要

成果指標（単位）

令和6年度

目標値 100.0

実績値

　成果指標実績に対するコメント

　施策の達成度評価

　評価に基づいた令和6年度の取組についての考え方

■施策に含まれる主要事業一覧

成果達成度
（主要事業のみ）

○

■施策に含まれるその他の事業一覧

事務事業 担当課

児童育成クラブ運営事業 子ども・若者政策課
待機児童解消対策を実施するとともに、
支援員等への研修を行うことにより、安
全・安心なクラブ運営に努めた。

市全域では入会申込数以上の定員を確保したものの、各小学校区においては年度ごとに入会希望数に偏りがあり、一部の小
学校区で受入可能人数を上回る入会申し込みがあったため、入会率が100%に届かなかった。

待機児童解消のため、民設児童育成クラブの開設による定員増や、各児童育成クラブにおける受け入れにかかる弾力運用を
図ったが、各小学校区において年度ごとに入会希望者数に偏りがあり、一部の小学校区で受入可能人数を上回る入会希望が
あったため、入会率が目標に達しなかった。また、多様な保育ニーズに対応できる保育の質の維持・向上については、支援員等
研修会や交流会等を開催し、支援員等の専門性の向上を図った。

100.0 100.0

99.9 100.0 99.8

「笑顔」輝くまち 分野 子ども・子育て・若者

安心して子育てができる環境づくり
基本方針に関連する

SDGｓの目標

9-03-④ 施策名

子どもが安全で安心でき、健やかに育まれる放課後の活動場所の確保のため、多様な保育ニーズに対応できる児童育成クラ
ブの充実と施設の整備を図ります。

児童育成クラブ入会率（％）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

小学生人口は近く一定のピークを迎える可能性があるものの、その中で増減しながら推移していくことが予測される。また、女性
就業率が増加傾向にあることから、しばらくは入会希望者数が増加する可能性も高く、今後も保護者ニーズを注視し、必要に応
じて定員増を図るための検討を行っていく必要がある。

主要事業 担当課 達成度評価理由

（※基準値） 100.0

成果達成度の表示について

◎ 期待を超える成果があった

○ 期待どおりの成果があった

△ 期待未満の成果であった

※施策に含まれる事務事業のうち、主要事

業についてのみ記載しています。

9-03-④



■施策評価シート 9-03-⑤

まちづくりの基本目標

基本方針

施策番号 子育てに伴う経済的負担の軽減

　施策の概要

成果指標（単位）

令和6年度

目標値 88.0

実績値

　成果指標実績に対するコメント

　施策の達成度評価

　評価に基づいた令和6年度の取組についての考え方

■施策に含まれる主要事業一覧

成果達成度
（主要事業のみ）

○

○

○

■施策に含まれるその他の事業一覧

助成要件を確認のうえ、適切に助成を
行ったほか、令和４年１０月より通院にか
かる助成対象を小学６年生まで拡大し、
子育て世帯の経済的負担の軽減を図るこ
とができたため。

助成要件を確認のうえ、適切に助成を
行ったため。

9-03-⑤ 施策名

子育て家庭の経済的負担の軽減を図るため、児童手当の支給や乳幼児・小中学生の医療費助成等を行います。

子育てしやすいと思う市民の割合（％）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

子育て家庭への経済的負担軽減のため、引き続き適切な助成や手当の給付を進める。

主要事業 担当課 達成度評価理由

（※基準値） 87.6

87.7

「笑顔」輝くまち 分野 子ども・子育て・若者

安心して子育てができる環境づくり
基本方針に関連する

SDGｓの目標

事務事業 担当課

児童手当および特例給付事業 子ども家庭・若者課
受給資格・対象を確認のうえ、適切に給
付を行ったため。

子育てをしやすいと思う市民の割合は、令和４年度からは若干減少しているものの目標値に達しており、これは子どもの医療費
助成制度の充実や児童手当等の施策の成果であると考える。

子育て家庭への児童手当の支給や乳幼児・小中学生の医療費助成等を適切に行い、子育て家庭の経済的負担の軽減を図るこ
とができた。

87.7 87.8

87.5 88.7

保険年金課

保険年金課

乳幼児福祉医療助成事業

小中学生医療助成事業

保険年金課
保険年金課

子ども家庭・若者課
子ども家庭・若者課特別児童扶養手当給付事務

児童手当給付事務

小中学生医療事務
乳幼児福祉医療事務

子育て世帯生活支援特別給付金給付事業
子育て世帯への臨時特別給付金給付事業

子ども家庭・若者課
子ども家庭・若者課

成果達成度の表示について

◎ 期待を超える成果があった

○ 期待どおりの成果があった

△ 期待未満の成果であった

※施策に含まれる事務事業のうち、主要事

業についてのみ記載しています。

9-03-⑤



■施策評価シート 9-04-①

まちづくりの基本目標

基本方針

施策番号 子ども・若者が社会生活を円滑に営むための支援の推進

　施策の概要

成果指標（単位）

令和6年度

目標値 19.8

実績値

　成果指標実績に対するコメント

　施策の達成度評価

　評価に基づいた令和6年度の取組についての考え方

■施策に含まれる主要事業一覧

成果達成度
（主要事業のみ）

○

■施策に含まれるその他の事業一覧

事務事業 担当課

子ども・若者育成支援推進事業 子ども家庭・若者課

子ども・若者総合相談窓口の開設と子ど
も・若者支援協議会の設置を通じて、子ど
も・若者が社会生活を円滑に営むことがで
きる支援体制を構築することができたた
め。

「子ども・若者の育成支援」に満足している市民の割合は目標値を下回ったが、回答している年齢層を分析すると、半数以上が
直接的に育成支援に携わる本人やその親世代ではない層であり、その層の満足度が低いことが全体へも影響したと思われる。
しかしながら本施策の対象者はしんどさを抱える子ども・若者であるため、必要な対象者に支援が届くよう、本人や親世代に引き
続き周知を行い、必要な支援が効果的に届くよう手法等を検討していく。

令和４年１０月に「草津市子ども・若者総合相談窓口」の開設と「草津市子ども・若者支援協議会」の設置を行い、様々な分野の
関係機関や地域、団体が連携した支援を行う体制整備を推進することができた。

18.4 19.1

17.0 16.0 12.7

「笑顔」輝くまち 分野 子ども・子育て・若者

子ども・若者の育成支援
基本方針に関連する

SDGｓの目標

9-04-① 施策名

社会生活を円滑に営むことが困難な子ども・若者について、教育や福祉、雇用、コミュニティなどの様々な分野の関係機関や地
域、団体が連携した支援を行うとともに、社会全体の理解を促進します。また、地域や団体と連携し、地域行事や体験活動、社会
活動への参加を通じて、地域における子ども・若者の居場所の充実を進めます。

「子ども・若者の育成支援」に満足している市民の割合（％）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

子ども・若者が社会生活を円滑に営むことができるよう、引き続き、様々な分野の関係機関や地域、団体が連携した支援を行うと
ともに、社会全体の理解促進につながる取組と地域における子ども・若者の居場所の充実を進める。

主要事業 担当課 達成度評価理由

（※基準値） 17.7

成果達成度の表示について

◎ 期待を超える成果があった

○ 期待どおりの成果があった

△ 期待未満の成果であった

※施策に含まれる事務事業のうち、主要事

業についてのみ記載しています。

9-04-①



■施策評価シート 9-04-②

まちづくりの基本目標

基本方針

施策番号 青少年健全育成の推進

　施策の概要

成果指標（単位）

令和6年度

目標値 88.0

実績値

　成果指標実績に対するコメント

　施策の達成度評価

　評価に基づいた令和6年度の取組についての考え方

■施策に含まれる主要事業一覧

成果達成度
（主要事業のみ）

○

○

■施策に含まれるその他の事業一覧

青少年の主張発表大会、青少年育成大
会を開催、広報誌を発行することにより、
青少年の健全育成の推進について、広く
市民に周知することができたため。

9-04-② 施策名

青少年の健やかな成長を阻害する環境から青少年を守るとともに、青少年の自らがもつ力を発揮しながら、たくましく生きること
ができる環境整備を図るため、地域・学校・関係機関が連携し、啓発活動や青少年への教育活動を進めます。また、相談業務や
支援プログラムを実施し、非行からの立ち直りを支援します。

草津市青少年育成大会の内容について「とても良かった」「よかった」を回答とした割合

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

青少年の健全育成を推進するため、引き続き、地域・学校・関係機関と連携し、各種大会等の取組を実施するとともに、相談業
務や支援プログラムの実施を通じて、非行からの立ち直り支援に取り組む。

主要事業 担当課 達成度評価理由

（※基準値） 85.0

86.5

「笑顔」輝くまち 分野 子ども・子育て・若者

子ども・若者の育成支援
基本方針に関連する

SDGｓの目標

事務事業 担当課

少年センター管理運営事業 子ども家庭・若者課

少年やその家族等からの相談に応じると
ともに、少年補導委員や警察、学校等と
協力しながら、街頭補導等の活動を地域
一体となって実施することができたため。

前年度に比べ実績値は低下したものの、目標値には達しており、青少年の健全育成につながる大会を開催することができた。

地域・学校・関係機関の連携により、青少年の健全育成活動に取り組み、青少年がたくましく生きることができる環境整備をする
ことができた。また、少年センターにおいて、非行からの立ち直り支援を実施し、青少年の自立を後押しすることができた。

86.0 87.0

83.3 88.6

子ども家庭・若者課青少年育成活動事業

生涯学習課
子ども家庭・若者課

生涯学習課成人式開催事業

青少年対策推進事業
青年国際交流事業

成果達成度の表示について

◎ 期待を超える成果があった

○ 期待どおりの成果があった

△ 期待未満の成果であった

※施策に含まれる事務事業のうち、主要事

業についてのみ記載しています。

9-04-②



■施策評価シート 10-01-①

まちづくりの基本目標

基本方針

施策番号 高齢者の生きがいづくり・社会参加の促進

　施策の概要

成果指標（単位）

令和6年度

目標値 33.5

実績値

　成果指標実績に対するコメント

　施策の達成度評価

　評価に基づいた令和6年度の取組についての考え方

■施策に含まれる主要事業一覧

成果達成度
（主要事業のみ）

○

○

○

■施策に含まれるその他の事業一覧

指定管理者と協議のうえ、高齢者の生き
がいづくり、仲間づくり、多世代交流を目
的とした事業の実施を行い、利用者の満
足度の向上に努めた。なごみの郷管理運営事業

長寿いきがい課
長寿いきがい課

長寿いきがい課
長寿いきがい課ねんりんピック出場選手激励金支給事業

老人福祉推進事務
老人福祉法施行事務
老人クラブ活動補助事業

事務事業 担当課

シルバー人材センター運営・活動事業 商工観光労政課

一般市民や企業に呼びかけを実施したこ
と等により、草津市シルバー人材センター
の入会登録者数は、会員は695人（前年
度比2.5％増）と増加し、会員の拡充を図
ることができたため。

実績値としては、令和３年度を上回り、目標値を６．６ポイント下回ったものの、７０歳以上の市民に限定した場合は目標値を上回
る３３．２％が満足しているという結果を得た。
この要因としては、コロナ禍による活動の一部制限を余儀なくされるケースがあったものの、高齢者の生きがいづくりや健康の保
持増進に向けた場づくりや機会の創出にかかる取組や支援を継続的に実施できたことにあると考える。

高齢者の健康の保持・増進にかかる取組や施設運営を進めるとともに、シルバー人材センターや老人クラブとの連携を通じて、
高齢者の社会参加や生きがいづくり、仲間づくり、健康づくり等の推進を図ることができた。

30.5 32.0

27.5 23.0

長寿いきがい課

長寿いきがい課

ロクハ荘管理運営事業

10-01-① 施策名

生きがいづくりや健康の保持増進につなげるため、就労やボランティア活動等への参加の機会拡充に努めます。

「いきいきとした高齢社会の実現」に満足している市民の割合（％）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

「笑顔」輝くまち 分野 長寿・介護

いきいきとした高齢社会の実現
基本方針に関連する

SDGｓの目標

引き続き、高齢者の健康の保持・増進や生きがいづくりを推進するために、適切な施設運営や関係機関との連携を進める。

主要事業 担当課 達成度評価理由

（※基準値） 29.0

23.9

成果達成度の表示について

◎ 期待を超える成果があった

○ 期待どおりの成果があった

△ 期待未満の成果であった

※施策に含まれる事務事業のうち、主要事

業についてのみ記載しています。

10-01-①



■施策評価シート 10-01-②

まちづくりの基本目標

基本方針

施策番号 高齢者の健康づくり・介護予防の推進

　施策の概要

成果指標（単位）

令和6年度

目標値 33.5

実績値

　成果指標実績に対するコメント

　施策の達成度評価

　評価に基づいた令和6年度の取組についての考え方

■施策に含まれる主要事業一覧

成果達成度
（主要事業のみ）

○

○

○

○長寿いきがい課

感染防止対策を講じながら、職員の派遣
や必要物品の貸与等、個人や団体が介
護予防に取り組むことができるよう支援し
た。

長寿いきがい課地域サロン推進事業

高齢者がフレイル予防に取り組むことが
できるようリハ専門職等と連携して普及啓
発を行った。

高齢者フレイル予防事業

介護予防普及啓発事業 長寿いきがい課
地域の活動団体等を中心に介護予防の
普及啓発を行った。

実績値としては、令和３年度を上回り、目標値を６．６ポイント下回ったものの、７０歳以上の市民に限定した場合は目標値を上回
る３３．２％が満足しているという結果を得た。
この要因としては、コロナ禍による活動の一部制限を余儀なくされるケースがあったものの、市民団体等との連携を通じた各種
活動を継続的に実施できたことにあると考える。

地域での介護予防体操や交流活動、啓発講座等を推進することにより、運動機能や認知機能等の維持・改善による健康づくり
や介護予防につなげることことができた。
また、各種出前講座を通じた普及啓発活動や団体への継続的支援を通じて、活動団体の維持・増加を図ることができた。

30.5 32.0

27.5 23.0

長寿いきがい課

23.9

「笑顔」輝くまち 分野 長寿・介護

いきいきとした高齢社会の実現
基本方針に関連する

SDGｓの目標

コロナによる制限が段階的に緩和される
中、多くのサロンがそれぞれ感染防止対
策を講じながら活動を継続することがで
き、一定の活性化を図ることができた。

10-01-② 施策名

要支援・要介護状態になることを予防し、元気でいきいきとした生活を送れるよう、介護予防の知識普及や地域での介護予防事
業の展開等に努めます。

「いきいきとした高齢社会の実現」に満足している市民の割合（％）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

地域が自主的に健康づくりや介護予防に取り組む機運の醸成を図るため、出前講座等による普及啓発活動や団体活動の支援
に向けた継続的かつ効果的な取組等の企画・実施を進める。

主要事業 担当課 達成度評価理由

（※基準値） 29.0

地域介護予防活動支援事業

10-01-②



■施策評価シート 10-01-②

■施策に含まれるその他の事業一覧

長寿いきがい課

短期集中予防サービス事業（訪問型）
短期集中予防サービス事業（通所型）
生活支援型訪問サービス事業
審査支払事務
住民主体支援事業
高齢者配食サービス事業
高額介護予防サービス費相当事業
高額医療合算介護予防サービス費相当事業
活動型デイサービス事業
介護予防訪問介護相当サービス事業
介護予防通所介護相当サービス事業
介護予防ケアマネジメント事業
一般介護予防事業評価事業

長寿いきがい課
長寿いきがい課
長寿いきがい課
長寿いきがい課
長寿いきがい課
長寿いきがい課
長寿いきがい課
長寿いきがい課
長寿いきがい課
長寿いきがい課
長寿いきがい課
長寿いきがい課

事務事業 担当課

成果達成度の表示について

◎ 期待を超える成果があった

○ 期待どおりの成果があった

△ 期待未満の成果であった

※施策に含まれる事務事業のうち、主要事

10-01-②



■施策評価シート 10-02-①

まちづくりの基本目標

基本方針

施策番号 地域包括ケアシステムの深化・推進

　施策の概要

成果指標（単位）

令和6年度

目標値 29.0

実績値

　成果指標実績に対するコメント

　施策の達成度評価

　評価に基づいた令和6年度の取組についての考え方

■施策に含まれる主要事業一覧

成果達成度
（主要事業のみ）

○

○

○

○

生活支援サポーター養成講座を開催し、
ボランティア活動のきっかけづくりや、お互
いに支え合う地域づくりの推進を図った。

人とくらしのサポート
センター

生活支援体制整備事業

生活支援体制整備事業

在宅医療・介護連携推進事業

多職種連携推進会議や在宅医療ネット会
議、多職種連携交流会・研修会を開催し、
医療と介護の連携に係る課題の共有や検
討を図った。

学区の医療福祉を考える会議を通じて、
地域や医療・介護の関係者などが、地域
の課題を共有し、課題解決に向けた協議
を行った。実際に認知症の声かけ訓練
や、出張健康サロンなどの活動に繋がっ
た地域もあった。

高齢者総合相談・支援事業 長寿いきがい課

高齢者の身近な相談窓口である地域包
括支援センターにおいて、市民をはじめ、
様々な関係機関や地域の活動団体等か
ら延べ22,138件の相談を受けた。

実績値としては、目標値を７．８ポイント下回ったものの、７０歳以上の市民に限定した場合は目標値を上回る３２．１％が満足し
ているという結果を得た。
この要因としては、コロナ禍による活動の一部制限を余儀なくされるケースがあったものの、地域や医療、介護等の様々な関係
団体と協働により、支え合い、安心して暮らすことができる地域包括ケアシステムの構築に向けた取組を継続・推進したことにあ
ると考える。

高齢者が医療や介護等の支援が必要になっても、住み慣れた地域で安心して暮らすことができるよう各種サービスの実施や各
学区にて「学区の医療福祉を考える会議」を開催し地域づくりを進めるとともに、草津市在宅医療介護連携センターを中心に多職
種連携や相談対応等を通じて在宅医療と介護の連携を推進することができた。

27.3 28.0

25.9 20.7

長寿いきがい課

長寿いきがい課

19.5

10-02-① 施策名

安心な生活の継続に向けお互いに支え合う地域づくりを推進するとともに、医療や介護が必要になっても、住み慣れた地域で自
分らしく日常生活が送れるよう、家族や地域、医療機関・介護の人材が連携して、在宅生活を支援するサービスを包括的に提供
できる体制を整えます。

「あんしんできる高齢期の生活への支援」に満足している市民の割合（％）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

「笑顔」輝くまち 分野 長寿・介護

あんしんできる高齢期の生活への支援
基本方針に関連する

SDGｓの目標

地域の医療福祉の関係機関や地域関係者、各種団体とのネットワークづくりを推進し、専門職と地域がともに高齢者を包括的に
見守り、支える地域包括ケアシステムの深化・推進を図る。

主要事業 担当課 達成度評価理由

（※基準値） 26.6

10-02-①



■施策評価シート 10-02-①

■施策に含まれるその他の事業一覧

長寿いきがい課
長寿いきがい課

長寿いきがい課

介護保険課

長寿いきがい課
長寿いきがい課
長寿いきがい課

長寿いきがい課
長寿いきがい課
長寿いきがい課
長寿いきがい課
長寿いきがい課

長寿いきがい課

自動車改造支援費
ふとんクリーンサービス事業
地域自立生活支援事業

地域ケア会議推進事業
生活管理指導短期宿泊事業
高齢者成年後見制度利用支援事業（一般会計）

すっきりさわやかサービス事業

包括的・継続的ケアマネジメント支援事業
老人小規模住宅改造費補助事業
老人福祉施設入所措置事業
老人福祉施設入所判定事業

日常生活用具給付事業
福祉理髪サービス事業

長寿祝金等支給事業

シルバーほっとカード発行事業
緊急通報システム設置支援事業

長寿いきがい課

長寿いきがい課
長寿いきがい課
長寿いきがい課
長寿いきがい課

外出支援サービス事業
家族介護教室事業

事務事業 担当課

成果達成度の表示について

◎ 期待を超える成果があった

○ 期待どおりの成果があった

△ 期待未満の成果であった

※施策に含まれる事務事業のうち、主要事

10-02-①



■施策評価シート 10-02-②

まちづくりの基本目標

基本方針

施策番号 認知症施策の推進

　施策の概要

成果指標（単位）

令和6年度

目標値 29.0

実績値

　成果指標実績に対するコメント

　施策の達成度評価

　評価に基づいた令和6年度の取組についての考え方

■施策に含まれる主要事業一覧

成果達成度
（主要事業のみ）

○

○

○

○

草津市認知症があっても安心なまちづくり条例に規定する理念や方向性の実現に向けて、継続的かつ効果的な取組等の企画・
実施を進める。

主要事業 担当課 達成度評価理由

（※基準値） 26.6

「笑顔」輝くまち 分野 長寿・介護

あんしんできる高齢期の生活への支援
基本方針に関連する

SDGｓの目標

10-02-② 施策名

認知症についての正しい理解の促進と予防への取組を進め、認知症の人も地域で暮らす一員としての見守りや交流の広がりを
つくるとともに、医療機関・地域包括支援センター・サービス事業所・地域・その他認知症の人およびその家族の支援者とのネット
ワークを強化することで、早期発見・支援体制の構築を図ります。

「あんしんできる高齢期の生活への支援」に満足している市民の割合（％）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

高齢者成年後見制度利用支援事業(特別会計) 長寿いきがい課

申立費用および後見報酬にかかる補助
金の交付や、裁判所に申立手続きを行う
ことができない場合の市長申立を行うこと
により、高齢者の成年後見制度の利用を
促進した。

実績値としては、目標値を７．８ポイント下回ったものの、７０歳以上の市民に限定した場合は目標値を上回る３２．１％が満足し
ているという結果を得た。
この要因としては、コロナ禍による活動の一部制限を余儀なくされるケースがあったものの、各種啓発活動や支援体制の構築を
継続的に実施できたことにあると考える。

医療や介護等の関係機関や地域と連携して、認知症に対する正しい理解と予防に関する啓発活動や互いに支え合うネットワー
クの構築等を通じて、安心なまちづくりの推進を図ることができた。

27.3 28.0

25.9 20.7 19.5

草津市認知症施策アクション・プランに基
づき、「認知症の正しい知識と理解を深め
るための普及・啓発の推進」「認知症の人
を含む誰もが安心して暮らせる地域づくり
の推進」に重点をおいた取組を実施した。

長寿いきがい課認知症総合支援事業

認知症施策推進事業

高齢者虐待通報が31件あり、処遇検討会
議を計11回実施するなど、虐待防止に向
けた取組を行った。

権利擁護事業 長寿いきがい課

長寿いきがい課

各地域包括支援センターに認知症地域支
援員を配置し、認知症の人やその家族を
支援する相談業務等を行った。
また、認知症初期集中支援チームの活動
を通じて、支援が必要な方を早期に専門
機関につなぐことができた。

10-02-②



■施策評価シート 10-02-②

■施策に含まれるその他の事業一覧

長寿いきがい課認知症高齢者等探索システム利用支援事業
事務事業 担当課

成果達成度の表示について

◎ 期待を超える成果があった

○ 期待どおりの成果があった

△ 期待未満の成果であった

※施策に含まれる事務事業のうち、主要事

業についてのみ記載しています。

10-02-②



■施策評価シート 10-02-③

まちづくりの基本目標

基本方針

施策番号 介護サービスの充実

　施策の概要

成果指標（単位）

令和6年度

目標値 9,576,667

実績値

　成果指標実績に対するコメント

　施策の達成度評価

　評価に基づいた令和6年度の取組についての考え方

■施策に含まれる主要事業一覧

成果達成度
（主要事業のみ）

○

○

○施設介護サービス給付事業

居宅介護サービス給付事業 介護保険課

草津あんしんいきいきプラン第8期計画策
定時における想定をやや上回るものの、
適正な給付を行うことができたため。な
お、給付実績ベースでは前年度比約
105.9％となった。

令和3年度の標準給付費(実績値)8,096,367千円と比較すると、令和4年度は8,396,265千 円で約103.7％の実績となっており、草
津あんしんいきいきプラン第8期計画の令和4年度計画値である8,822,419千円に対しては約95.2％の実績であり、おおむね目標
としていた値となっている。
これは、介護給付適正化主要5事業（「要介護認定の適正化」「ケアプランの点検」「住宅改修等の点検」「縦覧点検・医療情報と
の突合」「介護給付費通知」）の取組の効果によって、介護給付を必要とする利用者を適切に認定し、利用者が真に必要とする
サービスを介護サービス事業者が過不足なく提供することができたことが要因のひとつであると考える。

令和3年3月に策定した「草津あんしんいきいきプラン第8期計画」（計画期間：令和3年度～令和5年度）における第2年度にあたる
令和4年度の目標値に対して、おおむね計画どおりの実績となっている。
高齢化の進展に伴う要支援・要介護認定者数の増加等を要因として、今後も介護保険に係る給付費が右肩上がりになることが
想定されることを踏まえて、引き続き、適正な制度運用を行っていくことが課題である。

8,822,419 9,275,410

7,808,466 8,096,367

介護保険課

8,396,265

「笑顔」輝くまち 分野 長寿・介護

あんしんできる高齢期の生活への支援
基本方針に関連する

SDGｓの目標

草津あんしんいきいきプラン第8期計画策
定時における想定を下回るものの、適正
な給付を行うことができたため。なお、給
付実績ベースでは前年度比約103.3％と
なった。

地域密着型介護サービス給付事業 介護保険課

草津あんしんいきいきプラン第8期計画策
定時における想定をやや下回るものの、
適正な給付を行うことができたため。な
お、給付実績ベースでは前年度比約
102.8％となった。

10-02-③ 施策名

要支援・要介護の状態にあっても、誰もがその人らしく豊かな高齢期を過ごすことができるよう、介護サービスの適正水準の維
持・向上を図ります。

介護保険サービスの標準給付費（千円）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

適正な制度運用を行い、介護サービスの適正水準の維持・向上を図るため、引き続き、介護給付適正化の取組を継続する。

主要事業 担当課 達成度評価理由

（※基準値） 8,453,873

10-02-③



■施策評価シート 10-02-③

■施策に含まれるその他の事業一覧

高額介護予防サービス事業
高額介護サービス事業

介護予防福祉用具購入事業
居宅介護サービス計画給付事業
居宅介護住宅改修事業
居宅介護福祉用具購入事業
社会福祉法人助成事業

介護保険課
介護保険課
介護保険課

地域密着型介護予防サービス給付事業
特例介護予防サービス給付事業

特例地域密着型介護サービス給付事業
老人福祉推進事務
施設整備費補助事務

特例介護予防サービス計画給付事業
特例居宅介護サービス給付事業
特例居宅介護サービス計画給付事業
特例施設介護サービス給付事業

介護保険課
介護保険課

介護保険課
介護保険課

介護保険課

特定入所者介護サービス事業
特定入所者介護予防サービス事業
訪問介護利用者負担軽減事業
介護予防サービス給付事業
介護予防サービス計画給付事業
介護予防住宅改修事業

介護保険課
介護保険課
介護保険課

介護保険課
介護保険課地域密着型サービス等推進事業

すっきりさわやかサービス事業

介護保険課
介護保険課
介護保険課

介護保険課
介護保険課

介護保険課

介護保険課
介護保険課
介護保険課
介護保険課
介護保険課

介護保険課高額医療合算介護サービス事業
事務事業 担当課

成果達成度の表示について

◎ 期待を超える成果があった

○ 期待どおりの成果があった

△ 期待未満の成果であった

※施策に含まれる事務事業のうち、主要事

業についてのみ記載しています。

10-02-③



■施策評価シート 10-02-④

まちづくりの基本目標

基本方針

施策番号 介護保険制度の適正運用

　施策の概要

成果指標（単位）

令和6年度

目標値 99.0以上

実績値

　成果指標実績に対するコメント

　施策の達成度評価

　評価に基づいた令和6年度の取組についての考え方

■施策に含まれる主要事業一覧

成果達成度
（主要事業のみ）

○

○

○

介護保険制度啓発普及事業 介護保険課

介護認定事務

介護給付費等適正化事業 介護保険課

ケアマネジャーに対するケアプラン点検の
実施により、介護給付費の適正化を推進
した。また、市内地域密着型サービス事業
所に対して運営指導および集団指導を行
い、介護サービスの質の向上に寄与し
た。

令和3年度～令和5年度を計画期間とする草津あんしんいきいきプラン第8期計画期間における介護保険料収納率の目標値
99.0%を達成しており、前年度に引き続き督促や催告等を含めた滞納対策等を行った結果である。

・介護保険料収納率については、目標値を達成し、適切な徴収業務を実施できた。
・要介護認定についても、審査請求による審査差戻し等は発生せず、適正な運用を行うことができた。
・介護給付費の適正化の観点からは、ケアマネジャーに対するケアプラン点検の実施(61件)や住宅改修の事前確認、軽度者に
対する福祉用具貸与のチェック等を通じて適正な介護サービスの利用促進を行うことができた。
・市内の地域密着型サービス事業所に対する書面確認による実施を含む運営指導（28件）により、サービス提供体制や介護報
酬請求に関して事業者への指導を行うことができた。
・要支援･要介護認定者数の増加が見込まれる中、適正化の取組を継続することが課題である。

99.0以上 99.0以上

99.6 99.6

介護保険課

99.7

「笑顔」輝くまち 分野 長寿・介護

あんしんできる高齢期の生活への支援
基本方針に関連する

SDGｓの目標

審査請求による審査差戻しが0人であり、
年間を通じて適正な介護認定事務を行っ
た。

介護保険制度に関するパンフレットを郵
送・配布することで啓発に努めた。また、
広報くさつや出前講座を利用して介護保
険制度の啓発を実施した。

10-02-④ 施策名

介護保険制度等の理解促進と利用支援、要介護認定、ケアマネジメント、事業者のサービス提供体制および介護報酬請求にお
いてチェック体制を整備し、適正化の取組を進めます。

介護保険料収納率（％）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

・介護保険料収納率については、本収納率が維持できるように滞納対策等の徴収業務に取り組む。
・要介護認定については、認定件数が増加する傾向にあるが、適正な認定調査水準および審査水準を維持することで、不服申
し立てによる審査差戻し等が発生しないよう、適正な認定審査に取り組む。
・介護給付費の適正化については、引き続き、ケアプラン点検や住宅改修の事前承認、軽度者に対する福祉用具貸与のチェック
等を実施するとともに、運営指導を行い、適切な介護サービスの利用を促進する。

主要事業 担当課 達成度評価理由

（※基準値） 99.0以上

10-02-④



■施策評価シート 10-02-④

■施策に含まれるその他の事業一覧

介護保険制度運営事務
介護保険事務処理システム運営事業

介護保険課
介護保険課
介護保険課介護・福祉人材確保定着支援事業

介護保険事業計画推進事業

国保連合会点検・審査手数料事務
国保連合会負担金事務

介護保険課
介護保険課

長寿いきがい課

介護保険課
介護保険課

介護保険料賦課徴収事務
介護保険料管理回収事務

事務事業 担当課

成果達成度の表示について

◎ 期待を超える成果があった

○ 期待どおりの成果があった

△ 期待未満の成果であった

※施策に含まれる事務事業のうち、主要事

10-02-④



■施策評価シート 11-01-①

まちづくりの基本目標

基本方針

施策番号 障害のある人の暮らしを支えるサービス基盤の充実

　施策の概要

成果指標（単位）

令和6年度

目標値 100.0

実績値

　成果指標実績に対するコメント

　施策の達成度評価

　評価に基づいた令和6年度の取組についての考え方

■施策に含まれる主要事業一覧

成果達成度
（主要事業のみ）

○

○

○

○

○

○

「笑顔」輝くまち 分野 障害福祉

共に生きる社会の推進
基本方針に関連する

SDGｓの目標

障害者の地域における自立に向けて就労
に向けた支援や職場定着に向けた支援
等を行い、雇用の促進および職業の安定
を図ることができた。

障害者のニーズに対して適切なサービス
決定を行い、生活基盤の充実につながっ
た。

11-01-① 施策名

生活支援や就労支援等、細やかな相談支援によるサービス提供や、施設整備支援を行うとともに、遊ぶ・学ぶ等の諸活動に誰
もが自らの意思で安心して参加・参画できるよう支援を進めます。

障害者自立支援給付利用者のサービス等利用計画作成率（％）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

年々増加する相談支援のニーズに対応するために、草津市相談支援事業所等強化費補助金を活用することで、新規事業所の
開拓を推し進め、相談支援体制の強化を図る。また、基幹相談支援コーディネーターによる相談支援従事者等の人材育成や相
談支援部会におけるケース検討に取り組み、地域全体の相談支援の質の向上を目指す。

主要事業 担当課 達成度評価理由

（※基準値） 100.0

障害者のニーズに対して適切なサービス
決定を行い、生活基盤の充実につながっ
た。

障害福祉課就労移行支援事業

障害者就労促進事業

サービス利用計画事業 障害福祉課
サービス等利用計画の作成により、適正
なサービスの利用につながった。

市内の相談支援事業所や各事業所の相談員が増加したことで、支給決定の際には全ての利用者にサービス等利用計画を作成
することができた。次年度以降も支給決定の際に全ての利用者に対しサービス等利用計画を作成する。

全ての利用者にサービス等利用計画を作成することで、個別のケアマネジメントが充実した。利用者のニーズを明確にすること
で、より利用者の現状に即した支援を提供することができた。

100.0 100.0

100.0 100.0

障害福祉課

障害福祉課

就労継続支援事業

100.0

障害者のニーズに対して適切なサービス
決定を行い、生活基盤の充実につながっ
た。

障害福祉課居宅介護事業

障害者のニーズに対して適切なサービス
決定を行い、生活基盤の充実につながっ
た。

生活介護事業 障害福祉課

11-01-①



■施策評価シート 11-01-①

■施策に含まれるその他の事業一覧

障害福祉課２４時間対応型利用制度支援事業
事務事業 担当課

施設入所支援事業
滋賀型地域活動支援センター運営費補助金事務
自動車改造支援事業

障害福祉課
障害福祉課
障害福祉課
障害福祉課

障害福祉課
障害福祉課
障害福祉課

障害福祉課
障害福祉課

障害福祉課

障害福祉課
障害福祉課
障害福祉課
障害福祉課
障害福祉課
障害福祉課
障害福祉課
障害福祉課

人材育成研修受講支援事業
行動援護事業
医療的ケア児保護者支援事業
育成医療給付事業

緊急通報システム支援事業
軽度・中等度難聴児補聴器購入費等助成事業

障害福祉課
障害福祉課

障害福祉課

精神保健福祉対策事業
各種団体活動費補助金事務

共同生活援助事業

障害福祉課

障害福祉課
障害福祉課

障害福祉課

障害福祉課

障害福祉課

障害福祉課
障害福祉課

障害福祉課

障害福祉課
障害福祉課
障害福祉課
障害福祉課
障害福祉課

障害福祉課
障害福祉課
障害福祉課

障害福祉課
障害福祉課

原油価格・物価高騰対策事業費

重度訪問介護事業
障害支援区分認定事務

障害者福祉計画推進事業
障害福祉推進事務

生活支援事業
精神障害者生活支援推進事業
相談支援機能強化事業

補装具給付事業
訪問入浴サービス事業
療養介護医療給付事業
療養介護事業
重度障害者等就労支援事業

特別障害者手当等給付事業
日常生活用具給付事業
日中一時支援事業

短期入所事業
地域相談支援給付事業
点字新聞購読費助成事業
同行援護事業

施設整備費補助金事務 障害福祉課

社会的事業所運営費補助金事務

障害者施設家賃補助事業
障害者紙おむつ助成事業
障害者自立支援事業所運営費補助事業
障害者生活支援システム運用事業
障害者相談員活動事業

重度障害児（者）訪問看護利用助成事業

孤立化防止対策事業
湖南地域地域活動支援センター事業
更生医療給付事務

障害福祉課
障害福祉課
障害福祉課

高額障害福祉サービス等給付事業
在宅重度障害者住宅改造費補助金事務

自動車燃料・福祉タクシー運賃助成事業
自立訓練事業
社会参加促進事業

障害福祉課
障害福祉課
障害福祉課
障害福祉課

成果達成度の表示について

◎ 期待を超える成果があった

○ 期待どおりの成果があった

△ 期待未満の成果であった

※施策に含まれる事務事業のうち、主要事

業についてのみ記載しています。

11-01-①



■施策評価シート 11-01-②

まちづくりの基本目標

基本方針

施策番号 障害と障害のある人への理解促進と尊厳の保持

　施策の概要

成果指標（単位）

令和6年度

目標値 24.6

実績値

　成果指標実績に対するコメント

　施策の達成度評価

　評価に基づいた令和6年度の取組についての考え方

■施策に含まれる主要事業一覧

成果達成度
（主要事業のみ）

○

○

○

■施策に含まれるその他の事業一覧

主要事業 担当課 達成度評価理由

（※基準値） 19.8

11-01-② 施策名

障害者福祉センターを核とした多様なふれあい・交流や知識普及と意識啓発により、障害と障害のある人についての理解促進を
図るとともに、障害のある人の尊厳の保持に努めます。

「共に生きる社会の推進」に満足している市民の割合（％）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

「笑顔」輝くまち 分野 障害福祉

共に生きる社会の推進
基本方針に関連する

SDGｓの目標

事務事業 担当課

障害者虐待防止対策支援事業 障害福祉課

支援体制の専門性の強化を図ったり、被
虐待者を一時的に保護する居室等の確
保を行うことで、虐待事案へ備えることが
できた。

障害者福祉センターを中心に啓発活動等を行ったが、「草津市のまちづくりについての市民意識調査」で目標値を下回る結果と
なった。ふれあい・交流事業等の参加者には意識啓発・理解促進が図れたが、市民意識に浸透するほどの成果には及ばなかっ
た。

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、障害者福祉センターにて開催予定だった障害のある人への理解促進のためのサ
ロン等の開催が例年通りできなかったことから、昨年度よりも実績値が下がったと考えられる。
一方で、例年障害者週間に合わせて行っている、のぼり旗設置、広報誌での特集記事掲載については継続して行うことができ、
市庁舎において、啓発パネルの展示などを行うなど知識普及や意識啓発に努めることができた。

21.4 23.0

18.2 17.8 15.3

障害者福祉センターを核とした多様なふれあい・交流や意識啓発等を継続する。また、知識普及と意識啓発が図れるような事業
の実施方法を模索し、より多くの市民に障害と障害のある人へのさらなる理解を進められるよう事業を展開する。

適正に実施することができた。障害福祉課障害者福祉センター管理運営事業

電話、訪問等による相談、申立支援を通
じて、成年後見制度の利用につながった。

障害福祉課成年後見制度利用支援事業

成果達成度の表示について

◎ 期待を超える成果があった

○ 期待どおりの成果があった

△ 期待未満の成果であった

※施策に含まれる事務事業のうち、主要事

業についてのみ記載しています。

11-01-②



■施策評価シート 11-01-③

まちづくりの基本目標

基本方針

施策番号 福祉のまちづくりの推進

　施策の概要

成果指標（単位）

令和6年度

目標値 536

実績値

　成果指標実績に対するコメント

　施策の達成度評価

　評価に基づいた令和6年度の取組についての考え方

■施策に含まれる主要事業一覧

成果達成度
（主要事業のみ）

○

○

■施策に含まれるその他の事業一覧

主要事業 担当課 達成度評価理由

（※基準値） 436

11-01-③ 施策名

地域で安心して生活できるよう関係機関と連携して、ハード面でのバリアフリー化を進めるとともに、遊ぶ・学ぶ等の諸活動に安
心して参加・参画できるよう、外出支援やコミュニケーション支援等ソフト面での充実を図ります。

移動支援事業利用決定者数（人）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

「笑顔」輝くまち 分野 障害福祉

共に生きる社会の推進
基本方針に関連する

SDGｓの目標

事務事業 担当課

コミュニケーション支援事業 障害福祉課

聴覚障害者のコミュニケーション手段の一
つである手話通訳者等の派遣により、障
害がある人の社会参加につながった。手
話奉仕員養成講座の開催により、手話通
訳者の養成が図れた。

サービス等利用計画の作成により個別の活動に対するニーズの掘り起こしが進んだ。その結果、目標値には届かなかったが、
移動支援事業利用決定者数は前年度より増加した。

外出時の移動への支援や手話通訳者等の派遣により、障害者の余暇活動や社会参加が促進された。

467 500

407 434 453

障害のある人が安心して社会参加や地域生活を送れるよう移動支援事業やコミュニケーション支援事業において支援を行い、
利用の適正化を図りながら事業を進める。

利用者が増加し、障害者の自立した生活
および社会参加の促進につながった。

障害福祉課障害者等個別移動支援事業

障害福祉課手話通訳員配置事業 成果達成度の表示について

◎ 期待を超える成果があった

○ 期待どおりの成果があった

△ 期待未満の成果であった

※施策に含まれる事務事業のうち、主要事

業についてのみ記載しています。

11-01-③


